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第284条

第3節社債

SECTION　III

Obligations

　〔前註〕

　　1．社債立法の経過　　フラソスの会社が資金調達の方法として社債の発行

を始めたのは，19世紀の後半からであり，鉄道経営の各社やフランス不動産銀行

（Cr6dit　foncier　de　France）が社債を発行して巨額の資金を調達した。立法当局

がなんらの手を打た澱間に，各社が契約自由の原則に基いて社債発行権を得，社債

券を発行したが，これを禁止する法律はもちろん存在しなかった。社債は一体とし

て一個の債権であるために（unit6de「emPrunt），各社債権者を結び付ける絆とし

ての社債権者集団が結成されるに至って，学説も活発になり，立法当局も，社債権

者が軽卒な投資をして不利益をうけることのないように適切な立法を講ずる必要に

迫られ，最初に制定されたのが1907年1月30日の法律であった。その後，社債権者

の保護に関する1935年10月30日の法律（d6cret－10i）が制定され，同法の規定の多く

が新会社法に受け秘がれた（以上の叙述は，RiPert　Par　Roblot，Droit　Com－

mercia1，tome　I，8e6d．，1974，P．824et　s．に依る）。

　　2．　社債の発行権　　社債の発行を認められる会社は，株式会社，株式合資

会社および株式会社数社で結成され法人格を有する経済的利益団体　（groupement

d’int6rδt6conomique）の三者である。発行権はいずれも株主総会に在る（法286

条）。

　　3．新株引受権付社債（obligations　avec　bons　de　souscription　d’act至ons）

1983年1月3日の法律第83－1号をもって，第194－1条から第194－11条までの11

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1



　社　債

ヵ条によって新設され，転換社債に関する規定の前に置かれた。分離型を採用して

おり，発行契約に別段の定めがないかぎり，新株引受権証券は社債券と分離して流

通する方式を採用している（法194－1条4項）。転換社債，交換社債と同様に，増

資のところに規定されていて，社債法（法284条以下）のところには入っていない

ので，ここで解説することは差控える。

　　　4．転換社債および交換社債　　転換社債や交換社債に関する規定は，増資

のところ（法178条以下）に入っており，社債に関する条文は，株式と共に，会社

が発行する有価証券（valeurs　mobi驚res）の章（法263条以下）に入っているこ

とはフランス法上，株主の新株引受権が法定されていることから考えれば（法183

条1項），当然の立法である。転換請求により，社債変じて株式になるということ

は，新株引受権を有する株主の引受権放棄を前提とする制度だからである。転換社

債は資金調達の手段ではあるが，資金を提供した社債権者は，転換請求によって株

主となり，単なる資金提供者ではなく，企業参加，場合によっては企業支配の一端

を荷うことにもなりかねない。

　　　5．社債権者団体　　社債が発行されると，同一の回の社債券所持人は，法

律上当然に社債権者団体を組織するものとされ，かつ，この団体には私法上の法人

格（persomalit6civile）カミ認められる（法293条1項）。この団体は，社債権者の総

会を開催して，1入ないし3人の自然人または法人を代表者として選出する（法294

条，295条）。この代表者には，取締役会等と同様に，社債権者の総会の招集権があ

り（法305条1項），総会はこの団体の議決機関であり（法312条，313条），かっ，

会社内の機関であって，株主総会に関する若干の規定が準用されている（法3M条）。

なお，この団体は，社債が全部償還されたときに消滅するが，社債権者の権利が残

存するかぎりは消滅しない（Ripert　par　Roblot，tome　I，8e6d．，p．847）。

　　　6・　社債総額　　日本のような制限（日商297条）はなく，また，総額の引

受を必ずしも要件とはしていない（法327条の解説参照）。

　　　7．社債の担保　　信託制度のないフランスでは，社債発行前の担保設定だ

けでなく，社債権発生後に担保を設定することもできる（法329条）。

　　　8。　起債会社の清算整理または更生整理の場合　　社債権者団体の代表者が
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起債会社を代表し（法331条），諸手続が進められる。詳細は法第331条ないし法第

338条の解説参照。

　　　9．社債発行の法的性質　　社債が消費貸借か債券の売買かといったような

議論はほとんど見られないが，タレールは金銭の消費貸借であるとしていた。社債

権者と合資会社の有限責任社員（commanditaire）とを比較しながら解説していて

参考にはなるけれども，消費貸借よりもはるかに複雑な法的機構（m6canisme

juridique）なりと説いたリペール説の方に賛成したい。社債の一体性（unit6d’em－

prunt）や個々の社債権者がたとえ知らなくても，全社債権者で法律上当然に法人

格を有する社債権者団体（masse）を構成する点から見て，典型契約の何れにも該

当しない特殊の法的機構と解すべきものと思われる。しかし，どちらかといえば，

あまり実益のない議論であるためか，最近ではこの問題に論及する文献はほとんど

見当らない（Thalle「，D「oit　comme「cia1’8e6d。’1931’P●236’P●372；RiPe「t’

Droit　commercia1，tome　I，6e6d．，1968，p．717）o

法第284条〔社債の定義〕

　社債とは，同一の発行においては，同一の券面額に対して同等の債権

を与える流通証券をいう。

　Loi　Art．284．一Les　obligations　sont　des　titres　n6gociables　qui，

dans　me　meme6mission，confさrent　les　memes　droits　de　cr6ance

pour　me　meme　valeur　nominale．

令第214条〔社債券の記載事項〕

　①引受人に交付する社債券には，つぎの事項を記載しなければならない。

　10　商号，略号を定めたときはその付記

　2。会社の形態

　3。資本の額
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　②国，県，市町村または公共事業体の保証のある社債券，および，

動産銀行または復興金融公庫が発行した社債券にっいては，

記載することを要しない。

　本店所在地

　会社・商業登記簿に会社の登記をした年月日と登記番号

　会社の存続期間満了の日

　発行の際に会社によって担保された社債の総額

　発行総額

　券面額および，規則で免除する場合を除き，証券の通し番号

　利率および利息その他の収益の支払の時期

　償還の時期および条件ならびに証券の買入れ条件

　証券に担保を付したときはその内容

　既発行の社債または債務証券で，社債発行の際，未だ償還を終えていない

ものの額

　転換社債であるときは，証券の所持人に与えられた1回または数回の転換

権行使の期間ならびに転換の基礎となる価額

　交換社債であるときは，交換の態様および条件ならびに当該交換を実施す

る責任を負う者の表示

　社債の償還一覧表。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フランス不

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前項第12号の事項を

　D6c。Art．214．一Les　titres　d’emprunt　obligataire　remis　aux　souscripteurs

contiennent　les　indications　suivantes：

　10　La　d6nomination　sociale，suivie，1e　cas6ch6ant，de　son　sigle　l

　20　La　forme　de　la　soci6t66mettrice　l

　30　Le　montant　du　capital　socia1；

　40　L’adresse　du　siさge　social；

　5。　La　date　et　le　num6ro　d’immatriculation　de　la　soci6t6au　registre

　　du　commerce　et　des　soci6t6sl

　60　La　date　d’expiration　normale　de　la　soci6t61
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　7。　Le　montant，lors　de1’6mission，des　obligations　garanties　par　la

　　soci6t61

　80　Le　montant　de　r6mission；

　9。　：La　valeur　nominale　et，sous　r6seve　des　dispositions　r6glementaires

　　endispensnsant，1enum6rod’ordredutitrel

　100　Le　taux　et1’6poque　du　paiement　de1’int6ret　et　des　autres　produits；

　11。　IL’6poque　et　les　condititions　de　remboursement　ainsi　que　les　con－

　　ditions　de　rachat　du　titre；

120　Le　cas6ch6ant，1es　garanties　attach6es　aux　titres；

130　Le　montant　non　amorti，10rs　de　ly6mission，des　obligations　ou　des

　　titres　d’emprunt　ant6rieurement6mis；

140　S’il　s’agit　d’ob1量gations　convertibles　en　actions，　1e　ou　les　d61ais

　　d，exercice　de　1，0ption　accord6e　aux　porteurs　pour　convertir　leurs

　　titres　ainsi（lue　les　bases　de　cette　conversion；

15。　S’il　s’agit　d’obligations　6changeables，　1es　mo（1alit6s　et　conditions

　　丘x6es　pour　1’6change，　avec　1’indication　des　personnes　qui　se　sont

　　oblig6es　a　assurer　cet6change；

16。　Le　tableau　d’amortissement　de1’emprunt．

　L2indication　pr6vue　au　12。　ci・dessus　n’est　pas　exig6e　lorsque　les　titres

d’emprunt　b6n6丘cient　de　la　garantie　de1’Etat，de　d6partements，de　com・

munes　ou　d76tablissements　publics，ni　lorsqu’ils　sont6mis　par　le　Cr6dit

foncier　de　France　ou　le　Cr6dit　nationa1．

　〔解　説〕

　　　1．定義　　法第284条は社債を定義した規定であって，社債という語は，

流通証券たる社債券を意味すると同時に，会社に対する債権を意味するものである

ことを明らかに、している。社債権者は，単独で会社の経営を監督したり，書類の閲

覧を請求する権利を有しないことは，法第319条で明示されているけれども，社廣

権者団体の代表者は，議決権こそないけれども，株主総会への出席権があり，かつ，

株主と同じ条件で，株主が利用しうる書類の閲覧権をも有する（法302条）。

　　　2．　社債券の発行と記載事項　　社債券（titre　d’obligationNま必ず発行し
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なければならない。登録社債の制度が存しないから，当然である。この点に関する

直接の条文は存しないけれども，私募（6mission　priv6e）の場合には公示を要し

ないため，社債権者としては，社債券の記載を通して発行条件を知り得るに止まる

こと（H6mard　et　aL，Soci6t6s　commerciales，tome　III，1978，P・109），一定の記

載を欠く社債券を交付したときは刑事制裁を受けること（法471条2号），社債の発行

は，綴込帳から社債券を切り離して行なわれること（RipertparRoblot，Droitcom・

mercia1，tome　I，8e6d・，1974，P・829，n。1419）などの点から見て明かである。

　　社債券には記名式のものと無記名式のものとがあるが（法263条，令222条2項，

Mercadal　et　aL，4e6d・，P．766），記載事項は次のとおりとなっている。

　　1。商号　　略号を定めたときは，それを付記する（日商306条2項，301条2

項1号は略号に関する定めを欠く）。

　　2。会社の形態　　社債を発行しうる会社は株式会社および株式合資会社にか

ぎられており（法285条1項，263条），合名会社，合資会社および有限会社は社債

を発行することを許されず，違反した場合は刑事制裁をうける（法469条）。もっと

も，株式会社であっても，証券投資会社（soci6t6dyinvestissement）だけは社債

を発行することを許されない（1945年11月2日の命令7条2項）。フラソス銀行業

法（1941年6月13目の法律）第2条2項は社債の発行は公衆からの資金の受入れに

該当する銀行営業の一部であることを規定していたが，1970年7月9日の法律第601

号第15条による改正の結果，銀行の社債発行には大蔵大臣の許可が必要であり，か

つ，転換社債を除外する旨を明かにした。この点につき，早稲田大学フランス商法

研究会訳rフランスの金融法制〔1〕」比較法学（早大比研）16巻第1号（1982年）

5頁参照。

　　3。資本の額　　株式については分割払込制を採用しているが（法75条2項），

社債を発行しようとする会社の資本は全額払込済でなけれぽな『らない（法285条3

項）。全額払込制を採るわが国では，資本の額を社債券に記載することを要しない

が，社債申込証には記載しなければならない（目商301条2項10号）。

　　4。本店所在地　　わが国では，この記載を要件としていない。

　　5。商業登記簿に会社の登記をした日付と登記番号　　フランス法は，社債を
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発行しうる株式会社は2年以上存続する会社たることを要すとしているから（法285

条1項），社債券に登記の日付と番号を記載させ，社債券自体に法の要求をみたし

ていることを明示させている。

　　6。会社の存続期間満了の日　　フランス会社法第2条によって，会社の存続

期間は99ヵ年と定められ，登記の目から起算される。この存続期間は更新すること

ができる（令2条2項）。

　　7。　発行の際に会社によって担保された社債の総額　　フラソスには，わが国

の担保付社債信託のような制度がないから，社債の担保は，社債を発行する前に，

社債権者団体のために設定される（法325条）。社債発行後の担保設定については法

329条参照。担保の種類についてはとくに制限はない（12。参照）。

　　8。　発行総額　　発行総額の制限はない（日商297条と対照）。

　　9。券面額および，規則で免除する場合を除ぎ，証券の通し番号　　券面額は

100フランまたはその整数倍でなくてはならない（1938年10月30日の命令7条）。100

フラン未満の社債を発行したときは刑事制裁をうける（法471条3号）。

　10。利率および利息その他の収益の支払の時期　　その他の収益とは，社債の

割引発行をした場合の，券面額と発行価額との差額をいう。

　　契約自由の原則により利率は自由に定めることができるけれども，資本市場の

動静に左右されることは避けられない。自由とはいってもあまりに高い利率を付す

ことがあれば社債市場を混乱させるおそれがあるから，それを防止するために・起債

前6ヵ月間における利率の平均値の2倍以下でなければならないという制限がある

（1966年12月28目の法律1条3項）。利率は固定的であるのが通例であるけれども，

償還期限5年ないし10年のbonsと異り，社債のそれは10年ないし20年という長期

であるから，貨幣価値の下落をおそれて社債の引受をためらう投資家を誘引するた

めに変動利率（tauxvariable）を定めることがある。累進的なものとしては，起

債会社の企業収益とか売上高などに応じて利率を変化させるもの，物価や料金たと

えば鉄道運賃にスライドさせるもの（taux　dシindexation）など。ただし，労働者

の最低賃金制にスライドさせることは認められない（1958年12月30日の命令79条，

Mercadal　et　a1．，oP．cit．，P．686）。流動利率（taux　d’圭nt6rδt　Hottant）は金融市
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場の実際金利に近い金利を付するものであるが，実際金利が上昇するときは，不利

になり，社債自体の市場相場も下落するために，この種の社債としては，銀行団が

鉄鋼グループのために1974年にドル表示でユーロ債（euro－obligations）を発行し

た例があるけれども，そのほかには多くの例をみないようである（H6mard　etaL，

oP．cit。，tomeIII，P。119etp．125）。

　　起債契約で定められた利率を後から変更するには，社債権者の特別総会の承認

を受けなければならない（法313条5号）。社債の利子については，10％が源泉徴収

され，1フラン未満の端数は切捨てられる（Mercadal　et　a1・，oP，cit・，P。719）。

　11。償還期限および条件ならびに証券の買入れ条件　　償還期限を15年または

20年とする社債が多いが，発行の時から一定の期間償還を据置くことを発行契約に

おいて定めるのが通例である。据置期間経過後は，償還表に基いて年一回に限り抽

せんによって償還する社債を決定する。毎年償還して減債してゆき，最終償還期に

起債会社の償還のための資金負担を軽減するのである。これは定期的に行なわれる

償還方法であるが，これとは別に，据置期間経過後，満期前に繰上げ償還すること

も認められる。それが認められる場合は，①発行契約で認めているとき（法323条），

②社債権者の特別総会が承認したとき（法313条5号），③起債会社の更生整理また

は清算整理が開始し，起債会社が期限の利益を失い（仏民1188条），社債権者の請

求があったとき，④合併，分割以外の理由で起債会社が解散したとき（法324条）

である（Mercadal　et　aL，oP．cit．，P。721）。フランス国内で発行され，かつ，支払わ

れる社債については，支払い貨幣はフランス・フランに限られ，金貨や外貨を以て

支払うことは禁じられているが，フランス国内に本店を有するフラソス国籍の会社

が外国で起債し，外国で償還する国際起債の場合は，金貨または外貨で支払うこと

が可能である（Mercadal　et　aL，oP・cit・，P・690）。社債は起債会社が自由に買取る

ことができるけれども，証券取引所に上場されている場合には，取引所を通して買

取ることを要する。いずれにしても，自己社債は失効し，これを流通させることは

許されない（法322条）。

　12。証券に担保を付したときはその内容　　担保には，①起債会社の有する不

動産，船舶，営業財産などにっいて設定される物的担保（garantie　r6elle），②政府，
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他会社などによる保証（cautiomement）および③起債総額を超過する抵当権付債

権総額を見返りとする債権による担保（9aranties　Par　des　cr6ances　aPPartenant

ゑ1a　soci6t6）の3種がある。このうち，12。による記載を要しない債券は，政府保

証債等令第214条2項に掲げられたものに限る（RiPert　Par　Roblot，t・1・oP・cit・・

p。843；Mercadal　et　a1，，op．cit。，p。7681Vuillermet，op．ciし，p．258）。保証につい

て，国，県，市町村，公共事業体による保証および起債会社以外の会社等法人によ

る保証が認められるが，金銭無尽業を営む会社は社債の保証をすることを禁止され

る（法330条）。国が保証するのは，起債会社に産業の近代化再編成計画（Plans　de

modem董sation　et　d’6quiPement）を実行させるための諸方策の一っとして行われ

る場合等である（Ripert　Par　Roblot，op・dt・，p・843）。国，地方自治体，公共事

業体の保証する社債については法第324条ないし第329条の規定は適用されない。

復興金融公庫（Cr6dit　Nationa1）というのはCr6dit　National　Pour　fadliter　la

r6Paration　des　dommages　caus6s　Par　la　guerreを指す。1913年に設立された半

公共的金融機関で，形態は株式会社，当初は第一次大戦後の復興が目的であったが，

その後は，商工業に対して中期または長期の産業資金を供給する機関となっている。

　13。　既発行の社債または債務証券で，社債発行の際未だ償還を終えていないも

のの額　　債務証券（titres　d℃mprunts）とは，通常の社債と形式を異にする短期

債（bons）を指すものと解される。empruntsは公債（dettesPubliques）を指す

のが通例であるから，ここにいう債務証券には公債をふくまないものと解する。

　140転換社債であるときは，証券の所持人にあたえられた1回または数回の転

換権行使の期間ならびに転換の基礎となる価額　　転換の基礎となる価額というの

は，わが国の転換価額にあたる。転換社債に関する規定をわが国では社債の規定と

同じところに設けているが（日商341条ノ2以下），フランス会社法は，資本の増加

のところに設けている（法195条以下）。転換によって会社の資本が増加するのであ

るから，規定の位置としては後者の方が適当であろう。

　15。　交換社債であるときは，交換の態様および条件ならびに当該交換を確実に

する責任を負う者の表示　　交換社債の制度は1966年会社法で創設されたものであ

るが，これについても増資のところに規定が設けられている（法200条以下）。交換
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の実施にっいて責任を負う者（交換義務者）とは，社債と交換すべき株式を保有す

る銀行等を指す。なお，交換社債については，本書第3巻915頁参照。

　16。社債の償還一覧表　　買入れ償還したとしても，1年経過するまでは，そ

の数を一覧表から控除してはならない（Ripert　par　Roblot，t．1．，8e6d．，p．836）。

法第285条〔起債会社の制限〕

　①社債の発行は，2年以上存続し，かつ，適法に株主の承認を得た貸

借対照表を2回以上作成している株式会社および株式合資会社にかぎり，

これを行なうことができる。

　②前項の条件は，国もしくは公共団体の保証がある社債または前項の

条件をみたしている会社の保証がある社債の発行については，これを適

用しない。国，公共団体，最初の事業年度の貸借対照表を作成ずみの特

許企業または政府助成企業に対する債権証書をもって担保されている社

債を発行する場合もまた同様とする。

　③（1969年1月6日法律第69－12号により追加）《資本の全額が払込ま

れていない会社は，社債を発行することができない。ただし，従業員を

企業成長の成果に参加させるために発行される社債を従業員に割当てる

ために発行する場合は，このかぎりではない。》

　Loi　Art，285．一L’6mission　d’obligations　nラest　permise　qu少aux　so－

ci6t6s　par　actions　ayant　deux　ann6es　d，existence　et　qui　ont6tabli

deux　bilans　r6guliさrement　approuv6s　par　Ies　actionnaires．

　Ces　conditions　ne　sont　pas　applicables　a1’6mission　d’obligations

qui　b6n6ficient，soit　de　la　garantie　de　1，Etat　ou　de　collectivit6s

publiques，soit　de　la　garantie　de　soci6t6s　remplissant　les　conditions

pr6vues　a1’alin6a　pr6c6（1ent．Elles　ne　sont　pas　non　plus　applicables

識1’6mission　d’obligations　qui　sont　gag6es　par　des　titres　de　cr6ances
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第285条

sur1’Etat，　sur　les　collectivit6s　publiques　ou　sur　（les　entreprises

concessionnaires　ou　subventionn6es　ayant　6tabli　le　bilan　de　leur

premier　exercice．

　（L．n。69－12du6janv．1969．）《L’6mission　d’obligations　est　inter一

（1ite　aux　soci6t6s　dont　le　capital　nヲest　pas　int6gralement　lib6r6，

sauf　si　elle　est　faite　en　vue（1e　rattribution　aux　salari6s　des　obliga・

tions6mises　au　titre　de　la　participation　de　ceux－ci　aux　fruits　de

rexpansion　de　1，entreprise．》

　〔解　説〕

　　　1．社債発行の制限　　（イ）設立後2年以上経過している株式会社または株式

合資会社であって，株主総会の承認をうけた貸借対照表が2回以上作成されている

こと，（ロ）資本の全額が払込済であることが条件である。ただし，証券投資会社はた

とえこれらの条件をみたしていても，社債を発行することは認められない（投資会

社に関する1945年11月2日の命令第45－2710号7条2項）。この種の会社は株式を

募集して得た資金で証券投資を行ない，それによって得た利益を配当するのが目的

であるから，社債によって資金を集めることを認めないものと解される。資本の全

額が払込済でないのに社債を発行した会社の社長，取締役または業務執行者は刑事

制裁をうける（法465条2号）。ただし，従業員を企業成長の成果に参加させるため

に，従業員に対して社債を割当てる場合は，資本調達ということよりも，従業員の

利益参加が目的であるから，資本の全額が払込済であることを要しない。この点の

詳細は，奥島孝康・現代会社法における支配と参加（1976）233頁を参照。

　　　2．担保付社債の場合の例外　　わが国では，担保付社債に関しては，商法

典とは別に，担保付社債信託法という特別の法律があるが，フランスでは，会社法

中に無担保社債と担保付社債との両者を規定している。

　　社債の担保には，物上担保も保証もあるが，国，公共団体の保証のある保証社

債，前述の発行条件をみたしている会社の保証のある保証社債，国，公共団体等に

対する債権証書をもって担保される担保付社債を発行する場合には，起債会社は設

11



　社　債

立後2年以上経過していること（前記1のα）の条件）を要しない。

　　　3，社債の発行限度　　これについては制限がない（日商297条対照）。E　C

加盟9ヵ国のうち，日本法と同様に，資本金を限度とするのはイタリアだけである

（H．Wouters　et　aL，Le　droit　des　soci6t6s　dans　les　pays　de　la　Communaut6

Economique　Europ6enne，2e6d，，1973，p．371）。

　　　4．経済担当大臣に対する届出の要否　　会社法にはこれに関する規定はな

いが，1946年12月23日の財政法第82条にもとづいて経済担当大臣が監督権を行使し

ており，同大臣が1980年4月28日付でA．NS，A．（AssociationNationaledes

Soci6t6s　par　Actions）に対して発した通達（1ettre）によると，つぎのような取

扱いになっている。

　（1）年間の社債発行総額が5，000万フラン未満の場合には，なんらの手続も必要

としない。

　（2）年間の社債発行総額が5，000万フラン以上の場合には，事前の許可は必要と

しないが，国庫（direction　du　Tr6sor）の財務担当部門に対し，発行の15日前まで

に，当該社債の発行目および発行条件の届出を要する。

法第286条〔社債の発行権限〕

　株主総会にかぎり，社債の発行を決議し，またはこれを他に授権する

ことができる。

　Loi　Art．286．一L’assemb16e　g6n6rale　des　actiomaires　a　seule

qualit6pour　d6cider　ou　autoriser　r6mission　d’obligations．

〔解　説〕

　社債の発行を決定する権限は株式会社または株式合資会社の株主総会がこれ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第286条・第287条

を有する。通常決議でたりるが（法155条，157条5項），場合によっては，次条に

したがい，取締役会等に社債の発行を授権することができる。

　　転換社債および交換社債の発行は株主総会の特別決議によらなければならない

（法195条，201条）。

　　経済的利益団体（9roupement　d■int6ret6conomique）は，利益を上げたり，

それを分配したりすることを目的とせず，その構成員の経済的活動を改善したり，

促進したりして，構成員の本来的経済活動の成果を高めるのが目的であるが，株式

会社または株式合資会社の数社で構成され，法人格を有し，会社法の規定する発行

条件をみたす場合には，この団体も，社債を発行することが認められる（1967年9

月23日の命令5条）。これとは反対に，投資会社（ク・一ズド・エンド型）は社債

を発行することを許されない（1945年11月2日の命令7条2項）。〔早大フランス商

法研究会訳・外国証券関係法令集フランス（日本証券経済研究所発行）187頁参照〕

法第287条〔社債発行権限の委任〕

　株主総会は，取締役会，董事会または業務執行者に対して，5年内に

1回または数回社債を発行し，かつ，その実施方法を定めるについて必

要な権限を委任することがでぎる。

　Loi　Art．287．一L’assemb16e　g6n6rale　des　actiomaires　peut　d616・

guer　au　conseil　d’administration，au　directoire　ou　aux　g6rants，selon

le　casヲ1es　pouvoirs　n6cessaires　pour　proc6der　a　1シ6mission　d’obli・

gations　en　une　ou　plusieurs　fois，dans　le　d61ai　de　cinq　ans，et

dラen　arreter　Ies　modalit6s．

　〔解　説〕

　　　本条は新設規定である。5年の期間は総会が授権の決議をした日から起算す

る（Mercadal　et　a1・，oP．cit．，P．761）。転換社債の発行には特別総会の決議が必要
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条件であるのは（法195条1項），その発行が，株主の有する新株引受権の放棄を前

提とするからにほかならない。詳細は，本書第3巻871頁参照。

法第288条〔金融債発行会社に対する適用除外〕

　第286条および第287条の規定は，約定した貸付の資金にあてるため

必要な社債の発行を主たる目的とする会社には，これを適用しない。

　：Loi　Art．288．一：Les　dispositions　des　articles286et287ne　sont　pas

applicables　aux　soci6t6s　qui　ont　pour　objet　principal　dy6mettre　des

obligations　n6cessaires　au丘nancement　des　prets　qu’elles　consentent．

　〔解　説〕

　　　本条も新設規定である。日本で金融債と呼ばれるものに該当する社債発行の

場合について，前2条の適用を除外するものである。フランスの銀行には預金銀行

（banque　de　d6p6t）と事業銀行（banque　d’a働ires）と中長期信用銀行（banque

de　cr6dit　a　long　et　a　moyen　terme）とがあるが，本条は主として事業銀行が発

行する社債に関するものであろう。預金を貸付に回すのではなくて，社債発行によ

って得た資金を企業に融資するのであり，社債券は市場で流通するから，銀行の資

金獲得方法は社債発行という手段の方が無難であると考えられている。日本の割引

金融債は中期（1ヵ年）であるが，フランスの場合はさらに短期のものが多いもよ

うである（鎌倉　昇r債券発行銀行」体系金融大辞典（東洋経済刊）285頁）。

　　日本の長期信用銀行法が，金融債の発行にっいて，商法の社債発行の規定を緩

和しているのと同じように，本条は，企業に融資するための資金獲得方法として社

債を発行する会社（金融機関）に関しては，株主総会の決議もしくはその授権がな

くても，定款に反対の定めがないかぎりは，取締役会，董事会または業務執行者が

社債を発行しうるものとしている（法157条5項後段）。
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法第289条〔公募社債に関する発行条件の公示〕

　社債を公募する場合には，公示により，引受人に発行条件を知らせな

ければならない。この公示に記載すべき事項および公示方法は，命令を

もってこれを定める。

　Loi　Art．289．一S’il　est　fait　publiquement　appel　a1’6pargne，1es

conditions　de1’6mission　sont　port6es　a　la　comaissance　des　sous・

cripteurs　par　une　notice　dont　les　mentions　et　les　formalit6s　de

publicit6sont　d6termin6es　par　d6cret．

令第211条〔公示方法および公示事項〕

　①会社法第289条に定める公示は，引受開始前，かっ，他の公示手続に先立ち，

法定公報（全国版）に掲載して，これを行なわなければならない。

　②前項の公示には，つぎの事項を示さなければならない。

1。商号，略号を定めたときはその付記

2。会社の形態

3。資本の額

4。本店所在地

5。会社・商業登記簿の登記番号および国立経済統計調査局の登録番号

6。会社の目的の概要

7。会社の存続期間満了の日

8。　転換社債を発行している場合はその総額

9。既発行の社債で償還未了のものの総額ならびにこれにっいて設定した担保

　の内容

10。会社が担保を設定して発行した社債の現在における総額，担保付社債の割

　合

11。発行総額

12。　発行する社債の券面額

15



~h~~~ 

13' ~JJ,~!~~~)~a)~~~~cD~~~J;O~~,cO-'~~"-'~~+~l)~i~f~:~~~~-.-~~~~~)~~~~~i~ 

14' ~:~:cD~~~~1~~J~~~~,(~)~~f~~t~:~()~VC~~{~~~~~~)~~t~~i~~~~~~)~~~f~1~ 

15' ~~~~~c~~~~:~iffL~:~~･~~~, ~,q)F~l*~~ 

16' ~;~~;~~{~~~~ ~ ~~~~. ~E~~c~)~f~~)~?c~;~~~tf,_- I ~~~:~~~~~~1(~)~;~~ 

l~f?~:cD~1 ~*~f~: ~ ~~~-._~~~~~)~~~:~ ~ t~: ~ ~i~i 

RA:~;;~:~~~~~A*~ho~}~f~h ~5~ ~ ~ ~i~fl~;~. 

D6c. Art. 211.-La notice pr6vue ~ 1'article 289 de la loi sur les soci6-

t6s commerciales est ins6r6e au Bulletin des annonces 16gales obligatoires 

avant le d6but des op6rations de souscription et pr~alablement ~ toute 

mesure de publicit6. 

E1le contient les indications suivantes : 

1' La d6nomination sociale, suivie, Ie cas 6ch6ant, de son sigle ; 

2･ La forme de la societ6 ; 

3･ Le montant du capital social ; 

4･ L'adresse du si~ge social ; 

5･ Les num6ros d'immatriculation de la soci6t6 au registre du commerce 

et des soci6t6s et ~ l'institut national de la statistique et des 6tudes 

6conomiques ; 

6･ L'objet social, indiqu6 sommairement ; 

7･ La date d'expiration normale de la soci6t6 ; 

8 ･ Le cas 6ch6ant, Ie montant des obligations convertibles en actions 

6mises par la soci6t6 ; 

9･ Le montant non amorti des autres obligations ant6rieurement 6mises 

ainsi que les garanties qui leur ont et6 conf6r6es ; 

10' Le montant, Iors de l'6mission, des emprunts obligataires garantis 

par la soci6t6 et, Ie cas 6ch6ant, Ia fraction garantie de ces emprunts ; 

11' Le montant de l'6mission ; 

12･ La valeur nominale des obligations ~ 6mettre ; 

13･ Le taux et le mode de calcul des int6r~ts et autres produits ainsi 

que les modalit6s de paiement ; 
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第289条

140　L’6po（lue　et　les　conditions　de　remboursement　ainsi　qu’6ventuelle曽

　ment　les　conditions　de　rachat　des　obligations　l

150　Les　garanties　conf6r6es，1e　cas6ch6ant，aux　ob玉圭gations；

16。　S’il　s’ag1t　dヲobligations　convertibles　en　actions，1e　ou　les（161ais（rex。

　erc圭ce　de1’option　accord6e　aux　porteurs　pour　convertir　leurs　titres

　ainsi（1ue　les　bases　de　cette　conversion；

17。　S’il　s夕ag呈t　d’obligations　6changeables　contre　des　actions，　1es　mo－

　dalit6s　et　con（iitions　fix6es　pour　r6change．

La　notice　est　revetue　de　la　signature　sociale．

令第212条〔公示の付属書類〕

　①前条の公示には，つぎに掲げる書類を添付しなければならない。

　　10株主総会の承認を得た最終の貸借対照表の写しで，会社の法律上の代表

　　　者が原本と相違ないことを証明したもの

　　2。　前号の貸借対照表が，社債の発行開始の日より10ヵ月以上前の目付で作

　　　成されたものである場合には，10ヵ月以内の日付で，かつ，取締役会，董

　　　事会または業務執行者の責任で作成された資産および負債の状態を記録し

　　　た書類

　　30当期における期首以来の営業報告書，会社の計算について審議する通常

　　　株主総会の開催前であるときは，前期の営業報告書。

　②会社法第285条第2項を適用する場合において，貸借対照表が作成されてい

ないときは，公示においてその旨を明示しなければならない。

　③（1968年1月2目命令第68－25号により追加）《最終の貸借対照表または社

債発行前10ヵ月以内に作成された貸借対照表試算表が法定公報（全国版）ですで

に公示されている場合には，これを引用して，第1項第1号および第2号の付属

書類に代えることができる。》

D6c．Art．212．一Sont　annex6sゑ1a　notice　vis6e　a1’article　pr6c6dent：

1。　Une　copie　du　demier　bilan　approuv6par　rassemb16e　g6n6ra星e　des
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　　actionnaires，certifi6e　conforme　par　le　repr6sentant16gal　de　la　soci6t61

　2。　Si　ce　bilan　a6t6arret6a　une　date　ant6rieure　de　plus　de　dix　mois

　　きcelle　du　d6but　de　r6mission，un6tat　de　la　situatio且active　et

　　passive　de　la　soci6t6datant　de　dix　mois　au　plus　et6tabli　sous　la

　　responsabilit6du　conseil　d’administration，du　directoire　ou　（1es　g6・

　　rantS，Se10n　le　CaS；

　30　Des　renseignements　sur　la　marche　des　affaires　sociales　depuis　le

　　d6but　de　l’exercice　en　cours　et，　1e　cas　6ch6ant，　sur　le　pr6c6dent

　　exercice　si1’assemb16e　gen6rale　ordinaire　appe16e　a　statuer　sur　les

　　comptesゴa　pas　encore6t6r6unie．

　En　cas　d’apPlication　des　dispositions　de1’article285，alin6a2，　de　la　loi

sur　les　soci6t6s　commercia旦es，et　si　aucun　bilan　n’a　encore6t66tabli，1a

notice　en　fait　mention．

　（D6c二no68－25du2janv・1968・）《Les　annexes　pr6vues　aux　lo　et2。ci－

desus　peuvent　etre　remplac6es，selon　le　cas，par　la　r6f6rence　de　la　publicit6

au　Bulletin　des　annonces　16gales　obligatoires　du　dernier　bilan　ou　d’une

situation　provisoire　du　bilan　arret6e　a　une　date　ant6rieure　de　dix　mois

au　plusゑcelle　de　l，6mission，10rsque　ce　bilan　ou　cette　situation　a　d6ja

6t6publi6．》

令第213条〔公衆に対する発行案内〕

　①目論見書および案内状をもって公衆に対して社債の発行を知らせる場合には，

これに命令第211条に規定する公示事項を再記し，発行価格を示し，かつ，公示

事項が法定公報（全国版）に掲載されていることをその公報の号数を示して記載

しなければならない。

　②新聞によって広告する場合には，これに前項と同一の記載事項または少くと

もその概要を掲載し，かつ，法定公報（全国版）で公示したことをその公報の号

数を示して付記しなければならない。

　D6c．Art．213．一Les　prospectus　et　circulaires　informant　le　public　de

r6miss量on　d’obligations　reproduisent　les6nonciations　de　la　notice　pr6vue
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a1，article　211，　indiquent　le　prix　d，6mission　et　c　ontiennent　la　mention　de

1’insertion　de　ladite　notice　au　Bullet量n　des　annonces　l6gales　obligatoires

avec　r6f6rence　au　num6ro　dans　lequel　elle　a6t6publi6e．

　Les　a伍ches　et　les　annonces　dans　les　journaux　repro（1u圭sent　1es　memes

6nonciations　ou　au　moins　un　extrait　de　ces6nonciations　avec　r6f6rence　a

la　notice　et　indication　du　num6ro　du　Bu11etin　des　annonces16gales　obliga．

toires　dans　lequel　elle　a6t6publi6e．

　〔解　説〕

　　　1、社債の発行方法　　私募（6m主ssion　Priv6e）と公募（6mission　publique）

とがある。私募は個人的な勧誘にもとづいて社債が引受けられる場合であるから，

公示の必要がないけれども，公募の場合は，法第289条にしたがって公示手続を採

らなけれぽならない。社債の公募とは，銀行その他の金融機関または証券取引員を

介して社債を売出す場合のほか，新聞広告による場合，目論見書等の配布による場

合等を含む（法72条の解説参照）。

　　　2．公募の場合の公示手続　　社債の引受開始前に，かつ，他の公示手続に

先だって，法定公報（全国版）に，令第211条第2項に掲げる事項を掲載して公示

しなければならない。これに違反したときは，社長，取締役等は刑事制裁をうける

（法483条1項1号）。令第211条第2項13号の利息その他の収益の率およびその計

算方法……とあるうち，その他の収益とは，たとえば利益参加証券（titre　partici・

patif）の場合に，固定利息のほか，会社の営業成績等を参考として支払われる可変

収益とその計算方法を指すものと解する（1983年1月3日の法律によって追加され

た法283－6条2項）。

　　法定公報（全国版）の刊行所（26，Rue　Desaix，Paris15e）へ書類を送付する

と同時に，一件書類のコピーを証券取引委員会（Commission　des　oP6rations　de

bourse）へも送付しなければならない（1967年9月28日の命令3条2項参照）。そ

のほか，会社の組織（organisation），財務状況（situation丘nanciさre）・業績など

を記した社債発行趣意書（note　d’information）を作成し，これを証券取引委員会
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に提出して承認（visa）を得（同命令6条，7条），承認番号を付した発行案内を応

募せんとする者に交付しなくてはならない（Mercadal　et　aL，oP．cit。，P．764，

765）。

　　　3．公示の場合の添付書類　　貸借対照表および営業報告書等を添付しなけ

ればならない（令212条）。ただし，法定公報（全国版）にすでに最終貸借対照表ま

たはその試算表（situation　Provisoire　du　bilan）が公示されている場合は，その

旨を引用すれぽ足りる（令212条3項）。また，法第285条第2項にもとづき貸借対

照表を作成しなくても社債を発行することがでぎる政府保証債等については，公示

の際にその旨を明示するだけでよい（同2項）。

　　　4．任意の公示方法　　以上のほか，会社が時宜に適すと判断した場合は，

目論見書，案内状，新聞広告等の方法で社債発行を一般投資家に知らせることもで

きるが，その場合にも令第213条第1項または第2項に定められている事項を記載

しなければならない。

法第290条〔自己社債の質受禁止〕

　会社は，自己社債については，質権を設定することができない。

　Loi　Art．290．一La　soci6t6ne　peut　constituer　un　gage　quelconque

sur　ses　propres　obligations．

　〔解　説〕

　　　会社は自己社債を買入れてこれを消却することはでぎるが（法322条），これ

を質受けすることはできない。自己株式の取得を原則として禁止しているのと（法

217条）軌を一つにするものである。

法第291条〔抽籔による償還と既払利息〕

　①発行会社が抽籔の結果償還すべき社債の利息を引ぎ続き支払った場
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合に，社債券が償還のために提出されたとぎは，この会社は，すでに支

払った金員の返還を請求することがでぎない。

　②前項に反する条項は記載のないものとみなす。

　Loi　Art．291．一Dans　le　cas　oむla　soci6t66mettrice　a　continu6a

payer　les　produits　d’obligations　remboursables　par　suite　d’un

tirage　au　sort，elle　ne　peut　r6P6ter　ces　sommes　lorsque　ces

obligations　sont　pr6sent6es　au　remboursement．

　Toute　clause　contraire　est　r6put6e　non6crite、

　〔解　説〕

　　　起債会社は，社債発行の際に，償還表（tableau　d’amortissement）を作成

して，毎年抽せんによって償還する社債の数（率）を示し，社債券にもそれを記載

しておかなければならない。この定時償還は年1回に限られている（1948年10月30

目の命令7条）。抽せんに当った社債は以後利息を生じないのは当然であるが，当

せん者が利札を提示し，支払担当者もうっかりして利息を支払ってしまった場合，

社債券が償還のため提示されるまでの問に支払われた利息については，起債会社は

その返還を請求することができない。社債券が現実に提示されて元本が償還される

までの間，起債会社は元本を利用していたことになるからというのが理由である。

（Hamiaut，op。cit．，tome　II，p。271；Ripert　par　Roblot，op．cit．，tome　I，6e6d．，

P・724）。1893年8月1日の法律によって，元本償還の際に誤払い利息を差引くこと

が許されなくなり，特約でこの法律の適用を回避することもできなくなった。

法第292条〔割増金付社債の発行〕

　割増金付社債を発行するには，法律による許可があることを要する。

　Loi　Art．292．一L’6mission　d’obligations　a　lots　doit　etre　autoris6e

par　la　loi．
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　〔解　説〕

　　　割増金付社債とは，抽せんに当った一定の番号の社債に額面以上の金額を支

払うものをいう。割増金の額は1，000フラン，5，000フラン，ときには10，000フラン

あるいはそれ以上の額のものがある（Vuillermet，op・cit・，P・254）。許可されてい

るものは，パリ市債と不動産銀行（Cr6dit　Foncier）の社債ぐらいのものだという。

富くじ的なものであるため，一般的には禁止されており（日商300条参照），違反し

たときは，起債会社の社長，取締役等は刑事制裁を受ける（法472条）。

法第293条〔社債権者団体〕

　①発行の回を同じくする社債券の所持人は，その共通の利益を保護する

ため，法人格を有する団体を法律上当然に組織する。

　②（1969年1月6日法律第69－12号により追加）《前項の規定にかかわ

らず，継続して社債を発行する場合において，会社は各回の発行契約に

その旨の条項があるときは，同等の権利を有する社債券の所持人を単一

の団体に組織することができる。》

　Loi　Art．293．一Les　porteurs　d’obligations　d’une　meme6mission

sont　group6s　de　plein　droit　pour　la　d6fense　de　leurs　int6rets

communs，en　une　masse　qui　jouit　de　la　personnalit6civile．

　（L．no69－12du6janv．1969。）《Toutefois，en　cas　d’6missions　suc－

cessives（1’obligations，1a　soci6t6peut，10rsqu’une　clause　de　chaque

contrat　d，6mission　le　pr6voit，grouper　en　une　masse　mique　les

porteurs　d’obligations　ayant　des　droits　identi（lues．》

　〔解　説〕

　　　1．　社債権者団体の法人格　　発行の回数を同じくする社債権者は法人格を

有する団体（masse）を法律上当然に組織する。法律上当然に組織するということ
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は，個々の社債権者に法人設立の意思があるか否かを問わないということである。

継続的に社債を発行する場合には，社債発行契約に定めがあるときにかぎり，同等

の権利を有する社債券の所持人は，単一の社債権者団体を組織することができる

（本条2項）。本条第2項は，1967年8月17日の企業成長の成果に対する従業員の

参加に関する命令の公布に関連して追加された規定であり，従業員の利益参加の方

式として社債が発行された場合に，社債権者である従業員が単一の社債権者団体を

組織することを認めたものである（奥島・前掲書234頁参照）。

　　社債権者団体は法人格を有するものとされているが，団体固有の財産（patri－

moine）を有するものではないから，普通の法人とはちがうけれども，団体の代表

者を定めることがでぎ，かつ，訴訟の当事者能力を有する法律上の団体（groupe－

ment16gal）として理解される（RiPert　Par　Roblot，oP・cit・，t・1，P・734）。この

団体は会社の組織のなかに座席を有するものであり，その総会がわが国の社債権者

集会に当る。この社債権者集会とは別に，社債権者団体を認めそれに法人格を付与

しているわけ’である。

　　　2．例外　　①国や公共団体が保証する保証債等については，発行契約に反

対の定めがないかぎり，法第293条の適用は除外されるから（法339条），これらの

社債については，社債権者団体が認められない。②単独社債権者（obligataire

unique）の場合も同様である。この場合には，代表者や社債権者の総会に認められ

ている権限はすべて単独の社債権者がこれを行使する（Mercadal　et　aL，oP・cit・，

P．696）。

法第294条〔社債権者団体の代表者〕

　社債権者団体は，社債権者の総会で選出された1人または数人の受任

者がこれを代表する。その人数は，いかなる場合にも，3人を超えては

ならない。

Loi　Art．294．一：La　masse　est　repr6sent6e　par　un　ou　plusieurs
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mandαtaires61us　par　rassemb16e　g6n6rale　des　obligataires．Leur

nombre　ne　peut　en　aucm　cas　exc6der　trois．

　〔解　説〕

　　　社債権者団体の代表者は，社債権者の総会で選任するが，その数は3人を超

えることがでぎない。ただし，補欠（supp16ant）を選任しておくことは妨げない

（Mercadal　et　aL，op，clt。，p。770）。

法第295条〔代表者の資格〕

　社債権者団体の代表者は，フランス国籍を有する者またはヨー・ッパ

経済共同体の加盟国のいずれかの国籍を有する者で，フランス領土内に

居住している者，ならびに，フランス領土内に本店を有する非営利団体

および会社にこれを限定する。

　Loi　Art．295．一Le　mandat　de　repr6sentant　de　la　masse　ne　peut

etre　confi6qu’aux　personnes　de　nationalit6　frangaise　ou　ressortis－

sant　d’un　Etat　membre　de　la　Commmaut66conomique　europ6enne，

domicili6es　en　territoire　frangais，et　aux　associations　et　soci6t6s　y’

ayant　leur　siさge．

　〔解　説〕

　　　社債権者団体の代表者は社債権者であることを要しない（Vuillermet，op・

cit・，P・277，日商329条1項，担信64条2項対照）。また，自然人たると会社その他

の社団であるとを問わないが，自然人の場合は，フラソス国籍かE　C加盟国のうち

いずれかの国の国籍を有すること，フラソス領土内に居住することを要し，会社等

の場合は，フランス領土内に本店があることを要件とする。会社等が代表者に選任

された場合には，その代表者の氏名および住所を公示しなければならない（後出の
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命令216条3項参照）。

法第296条〔代表者の欠格事由〕

　つぎの者は，社債権者団体の代表者に選任することができない。

　1。起賃会社

　2。　起債会社の資本の10分の1以上を有する会社または起債会社が資

　　本の10分の1以上を有する会社

　3Q起債会社の債務の全部または一・部を保証している会社

　40第1号および第3号に定める会社の業務執行者，取締役，董事会構

　　成員，監事会構成員，副社長，会計監査役または従業員，ならびに，

　　これらの者の直系尊属，直系卑属および配偶者

　5。銀行業を営むことを禁じられている者または資格のいかんを問わ

　　ず，会社の経営を指揮し，管理しまたは業務を執行する権利を失っ

　　た者。

　：Loi　Art．296．一Ne　peuvent　etre　c虹oisis　comme「eP「6sentants　de

la　masse：

　10　La　soci6t6d6bitrice；

　2。：Les　soci6t6s　poss6dant　au　moins　le　dixiさme　du　capital　de　la

　　soci6t6d6bitrice　ou　dont　celle・ci　pos曲de　au　moins　le　dixiさme

　　ducapitall

　3。　1，es　sod6t6s　garantes　de　tout　ou　partie　des　engagements　de

　　la　soci6t6d6bitrice；

　40Les　g6rants，a（1ministrateurs，membres　du　directoire，du

　　conseil　de　surveillance，directeurs　g6n6raux，commissaires　aux

　　comptes　ou　employ6s　des　soci6t6s　vis6s　aux1。et30，ainsi　que

　　leurs　ascendants，descen（1ants　et　conjoint；

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25



社　債

5。　Les　personnes　auxquelles1’exercice　de　la　pro：fession　de　ban・

　quier　est　interdit　ou　qui　sont　d6chues　du　droit　de　diriger，admi－

　nistrer　ou　g6rer　une　soci6t6a　un　titre　quelconque．

　〔解　説〕

　　　本条は社債権者団体の代表者に選任される人の被選任資格を定めた規定であ

り，1号ないし4号は，代表者の独立性を担保するためのもの，5号は代表者の人

格（moralit6）を担保するための規定である（RipertparRoblot，op．cit．，tome

I，8e6d・，p・848）。5号に該当する者は，刑法上の重罪，私文書偽造，窃盗，背任，

横領等々の罪により刑の言渡を受けた者を指す（一定の有罪判決の宣告を受けた者

および破産宣告を受け復権しない者に対して銀行業に従事することを禁止する1930

年6月19日の法律1条，同法の全文邦訳については，早稲田大学フラソス商法研究

会訳rフランスの金融法制〔皿〕」比較法学17巻2号20頁以下参照）。

　　本条に違反して，社債権者団体の代表者となることを承諾した者は，2000フラ

ン以上4万フラン以下の罰金に処せられる（法474条）。社債権者の権利を害する目

的で違反した場合には，刑が加重される（法477条）。

法第297条〔裁判所による代表者の指名〕

　緊急の場合には，利害関係人の申請により，裁判所が決定をもって代

表者を指名することができる。

　Loi　Art．297．一En　cas　d’urgence，1es　repr6sentants　de　la　masse

peuvent　etre（i6sign6s　par　d6cision　de　justice　a　la　deman（1e（ie　tout

int6reSS6。

〔解　説〕

　法第294条に基く社債権者総会による選任がなかった場合，本条によって裁
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判所が代表者を指名することになる。この代表者の任期は，つぎの社債権者総会ま

でである。つぎの社債権者総会は，本条による代表者を代表者として選ぶこともで

きる。なお，本条により裁判所が代表者を指名するときは，その報酬も裁判所が定

め，起債会社がこれを負担する（法303条参照）。

法第298条〔社債公募会社の代表者選任手続〕

　①（1969年1月6日法律第69－12号により改正）《会社が公募した社債

券の所持人団体がその代表者を1人または数人選出する場合には，》引受

開始のときから1年以内に，かつ，予定されている第1回償還期限のお

そくとも1ヵ月前に，これを行なわなければならない。

　②前項の選出は，総会において，総会が開かれないときは利害関係人

の申請により，裁判所が決定をもってこれを行なう。

　Loi　Art．298．一（L．no69－12du6janv．1969．）《Un　ou　plusieurs

repr6sentants　de　la　masse　des　porteurs　dラobligations　d’un　emprmt

pour　lequel　la　soci6t6a　fait　publiquement　appel　a1’6pargne》，sont

nomm6s　dans　le　d61ai　d，un　an　a　compter　de1，0uverture　de　la

souscription　et　au　plus　tard　un　mois　avant　le　premier　amortissement

　ノpreVU．

　Cette　nomination　est　faite　par1，assemb16e　g6n6rale　ou，a　d6faut，

par　d6cison（ie　justice，ゑ1a　demande（ie　tout　int6ress6．

令第215条〔代表者の選任手続〕

　①会社法第297条および第298条第2項に規定する場合において，社債権者団体

の代表者は，大審裁判所長が即決審理にもとづいてこれを指名する。

　②前項に従って指名された社債権者団体の代表者の職務は，第1回の通常社債

権者総会の開催のときをもって終了する。この総会は，前と同じ代表者を選任す
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ることができる。

　D6c．Art．215。一Dans　les　cas　pr6vus　par　les　articles297et298，alin6a2，

de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales，1es　repr6sentants　de　la　masse　sont

d6sign6s　par　le　pr6sident　du　tribunal　de　grande　instance　statuant　en

r6f6r6．

　Les　fonctions　des　repr6sentants　de　la　masse　d6sign6s　en　application　de

1’alin6a　pr6c6dent　prennent丘n　lors　de　la　premiさre　r6union　de　rassemb16e

g6n6rale　ordinaire　des　obligataires．Celle・ci　peut　nommer　les　melnes　repr6・

sentants．

令第2m条〔代表者の公示〕

　①社債権者団体の代表者の選任または交代に関する社債権者総会の決議は，代

表者から起債会社に通知し，会社はその責任において，総会の日から1ヵ月以内

に，本店の存する県の法定公告掲載紙において，公募した場合は法定公報（全国

版）において，それを公示しなければならない。

　②社債権者団体の代表者を指名する大審裁判所長の命令は，前項と同一の条件

および期間にしたがい，これを公示しなければならない。

③社団または会社に社債権者団体の代表権が委任された場合には　前2項の通

知および公示に，当該社団または会社の名において行為する資格を有する者の氏

名と住所とを表示しなければならない。

　D6c．Art。216．一Toute　d6cision　de　rassemb16e　g6n6rale　des　obligataires

relativeゑ1a　d6signation　ou　au　remplacement　des　repr6sentants　de　la

masse　est　notifi6e　par　ces　derniersゑla　soci6t6d6bitrice　et　publi6e，註1a

diligence　de　celle－ci，dans　le　d61ai　d’un　mois　a　compter　de　la　d61ib6ra－

tion　de　l’assemb16e，dans　un　joumal　d’annonces16gales　du　d6partement

du　siさge　social　et，en　outre，si　la　soci6t6fait　publiquement　appe1ゑr6pargne，

au　Bu11etin　des　annonces　l6gales　obligatoires．

　L’ordonnance　du　pr6sident　du　tribunal　de　grande　instance　nommant　un
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repr6sentant　de　la　masse　est　publi6e　dans　les　memes　con砒ons　et　d61ais．

　Lorsque　le　mandat　de　repr6sentant　de　la　masse　est　con丘6a　une　associ・

ation　ou　a　une　soci6t6，Ies　nom，pr6noms　et　domicile　des　personnes　habili・

t6es註agir　au　nom　de1’association　ou　de　la　soci6t6sont　indiqu6s　dans　la

notification　et　la　publication　pr6vues　aux　alin6as　pr6c6dents．

令第219条〔利害関係人の調査権〕

　利害関係人は，起債会社の本店において，社債権者団体の代表者の氏名および

住所を調査する権利を有する。

　D6c．Art．219．一Tout　int6ress6a　le　droit　dヲobtenir，au　siさge　de　la　soci6t6

d6bitrice，1es　noms　et　adresses　des　repr6sentants　de　la　masse、

　〔解　説〕

　　　改正前の本条第1項は，資本公募会社の社債権者団体の代表者の選任を規定

していたが，本条はそれを改めて，社債を公募した会社に関する規定とした。償還

は毎年1回抽せんによって行なわれるから，おそくともその1ヵ月前に代表者を選

任しなければならない。私募（6mission　Priv6e）の場合は，代表者選任に関する期

限の定めはない（Mercadal　et　aL，oP。cit・，P・772）。第2項の裁判所による選任

は，大審裁判所長の即決手続による決定（ordonnanceder6f6r6）ンこよって行な

われるが，このr6f6r6という手続は仮処分であり，本案に対して既判的効力を有

するものではない，また，この決定に不服があれば控訴することができる（山口俊

夫・概説フランス法（上）302，303頁，法務大臣官房司法法制調査部編・注釈フラ

ンス新民事訴訟法典290頁以下参照）。

　　代表者の公示に関する令第216条第1項により，資本を公募している会社は，

社債を，公募によらず，私募によって発行した場合においても，法定公報（全国版）

において公示しなければならない。
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法第299条〔代表者の解任〕

　社債権者団体の代表者は，社債権者の通常総会において，これを解任

することができる。

　Loi　Art．298．一Les　repr6sentants　de　la　masse　peuvent　etre　rele・

v6s（ie　leurs　fonctions　par　rassemb16e　g6n6rale　ordinaire　des　obli・

gataires．

令第217条〔代表者の終任通知〕

　社債権者団体の代表者が辞任したときは，起債会社に対して，配達証明付書留

郵便をもって，その旨を通知しなければならない。

　D6c．Art、217．一Le　repr6sentant　de　la　masse　noti丘e　sa　d6mission　a　la

soci6t6d6bitrice　par　lettre　recommand6e　avec　demande　dヲavis　de　r6ception．

　〔解　説〕

　　　解任は，委任契約の解除と同様に，代表者に過失があったとか，その他の支

障があるという理由にもとづくことを要しない（Trouillat，oP。cit。，P．526）。ただ

し，解任権を濫用した場合には，損害賠償の責任を生ずる（Mercadal　et　aL，oP．

cit・・P・773）。代表者が辞任した場合，会社または社債権者団体に損害を及ぼしたと

きは，辞任するについて正当な理由があることを主張立証しないかぎり，代表者は

損害を賠償しなければならない（Mercadal　et　aL，ibid⇒。

法第300条〔代表者の権限一その1〕

　社債権者団体の代表者は，社債権者総会の決議による制限がある場合

を除き，社債権者の共通の利益を保護するため，社債権者団体の名にお

いてあらゆる管理行為をなす権限を有する。
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　：Loi　Art．300．一』Les　repr6sentants　de　la　masse　ont，sauf　restriction

d6cid6e　par　rassemb16e　g6n6rale　des　obligataires，1e　pouvoir　d’ac・

complir　au　nom　de　la　masse　tous　les　actes　de　gestion　pour　la

d6fense　des　int6rets　communs　des　obligataires．

　〔解　説〕

　　　管理行為（actes　de　gestion）とは，保存行為（actes　conservatoires）を

意味し，処分行為（actes　de　disPosition）を含まない（Vuillermet，oP・cit・，P・2791

Troui11at，op．cit．，P．526）。本条の管理行為の例としては，担保権の設定登記事項

の変更に関する規定が守られているか否かの監視（法327条），社債発行後における

担保の設定について承諾を与える行為（法329条）などがあるが，裁判上の行為に

ついては，社債権者総会の授権があることを要する（法301条）。

法第3m条〔裁判上の代表権〕

　①社債権者団体の代表者は，社債権者総会の正式の授権があるときは，

社債権者団体の名において，会社の設立無効の訴，設立後の行為または

決議の無効または取消の訴，ならびに社債権者の共通の利益を保護する

ためのすべての訴を提起し，とりわけ，第402条に定める措置を請求しう

る唯一の適格者とする。

　②同一の団体に属する社債権者全員に対する訴は，団体の代表者に対

して提起しなければならない。

　③本条の規定に反して提起された訴は，職権をもって，これを却下し

なければならない。

　Loi　Art．301．一：Les　repr6sentants　de　la　masse，d負ment　autoris6s

par1’assemb16e　g6n6rale　（1es　obligataires，ont　seuls　qualit6　pour
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engager，au　nom　de　ceux・ci，1es　actions　en　nullit6de　la　soci6t60u

des　actes　et　d61ib6rations　post6rieurs　a　sa　constitution，ainsi　que

toutes　actions　ayant　pour　objet　la　d6fense　des　int6rets　commms

des　obligataires，et　notamment　requ6rir　la　mesure　pr6vue　a　rarticle

402．

　Les　actions　en　justice　dirig6es　contre1’ensemble　des　obligataires

d’une　meme　masse　ne　peuvent　etre　intent6es　que　contre　le　repr6－

sentant　de　cette　masse．

　Toute　action　intent6e　contrairement　aux　dispositions　du　pr6sent

article　doit　etre　d6clar6e　d’omce　ir1・ecevable。

　〔解　説〕

　　　社債権者団体の代表者は，社債権者総会の授権があるときは，本条第1項の

訴を提起する唯一の適格者となるから，この規定に反し，個々の社債権者が提訴し

ても，不適法として却下される（3項）。社債権者全員に対する訴についても，代

表者が被告適格を有するから（2項），社債権者中の個人を相手取った提訴も却下

される。

　　社債権者総会が組織されず，したがって授権も行なわれない場合に，社債権者

中の一部の者が提起した訴であっても，それが社債権者の共通の利益をまもるため

のものであれば，判決の既判力（forceex6cutoire）は全社債権者に及ぶ（1935年

8月8日のデクレ・ロワ1条）。

　　本法第402条第2項は，解散会社の清算人選任の請求をなしうる者として，会

社債権者を挙げているが（3号），この請求をなしうる唯一の適格者も社債権者団

体の代表者とされる（本条1項末段）。

法第302条〔代表者の権限一その2〕

　①社債権者団体の代表者は，会社の経営に関与することができない。
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代表者は，株主総会への出席権はこれを有するも，議決権はこれを有し

ない。

　②代表者は，株主と同一の条件で，株主が利用しうる書類の閲覧権を

有する。

　：Loi　Art．302．一Les　repr6sentants　de　la　masse　ne　peuvent　syimmis・

cer　（ians　la　gestion　（1es　affaires　sociales．　11s　ont　accさs　aux　as－

semb16es　g6n6rales　des　actionnaires，mais　sans　voix　d61ib6rative．

　Ils　ont　le　droit　dbbtenir　communication　des　documents　mis　a　Ia

disposition　des　actionnaires　dans　les　memes　conditions　que　ceux－ci．

　〔解　説〕

　　社賃権者団体の代表者は，社債権者たることも株主たることも要しないから・

総会への出席権をとくに認めた規定である。代表者たる資格，欠格者については，

法第295条および第296条に規定されているとおりであるが，法人が代表者に選任さ

れた場合に関し，法人取締役に関する法第91条のような規定は存しないから，必ず

しも常任者を定めておく必要はないものと解する。

　　株主総会への出席権（droit　d’acc鳶s）はあるけれども，定款に定めがないかぎ

り，招集通知を受ける権利（droit　d’etre　convoqu6）はないとする学説がある

（H6mard　et　aL，oP・cit・・tome　II，1974シP・54）。しかし，出席権がある者には，

招集通知を受ける権利をも認めるべきである。

法第303条〔代表者の報酬〕

　①社債権者団体の代表者の報酬は，社置権者総会がこれを定め，起債会

社がこれを負担する。

　②代表者の報酬の定めがないとき，または，会社が報酬の額を争うと

きは，代表者の報酬は裁判所が決定をもってこれを定める。
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　』Loi　Art．303．一La　r6mun6ration　des　repr6sentants　de　la　masse

丘x6e　par　rassemb16e　g6n6rale　des　obligataires　est　a　la　charge　de

la　soci6t6（16bitrice．

　Ad．6fautde且xaiond．ecetter6mun6ration，ousisonmontant
estcontest6parlasoci6t6，ileststatu6pard6cisiondejustice．

令第218条〔裁判所長による報酬の決定および減額〕

　①社債権者の総会が団体の代表者の報酬を定めなかったときセちその報酬は，

会社または当該社債権者団体の代表者の請求にもとづぎ，大審裁判所長がこれを

定める。

　②社債権者の総会によって定められた報酬の額は，会社の請求にもとづき，大

審裁判所長が，即決審理手続により，これを減額することができる。

　D6c．Art．218．一Si　l’assemb16e　g6n6rale　des　obligataires　n’a　pas　statu6sur

la　r6皿un6ration　des　repr6sentants　de　la　m＆sse，celle－ci　est　貢x6e　par　le

pr6sident　du　tribunal　de　grande　instance，statuant　sur　requeteラ　a　la　de・

mande　de　la　soci6t60u　du　repr6sentant　de　la　masse　int6ress6．

　Le　montant　de　la　r6mun6ration　allou6e　par　l，assemb16e　g6n6rale　des

obligataires　peutδtre　r6duit，a　la　demande　de　la　soci6t6，par　le　pr6sident

du　tribunal　de　grande　instance　statuant　en　r6f6r6．

　〔解　説〕

　　　報酬の決定権は通常総会にある（法312条）。選任機関が報酬を定めるのが当

然だからである。ただし，総会が報酬を定めなかったときは，起債会社または代表

者の請求に基き，大審裁判所長が決定する。決定の手続は，非対審的で相手方を呼

出さないで行なわれる（sur　requete）。総会が定めた報酬の額が過大であるとして，

会社がその減額を請求したとぎは，大審裁判所長が相手方を呼出し，対審的な手続

で（en　r6f6r6）減額の可否を決定する。

　　総会または裁判所が決定した額を超える報酬を支払った会社およびこれを受け
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第304条・第305条

ることを承諾した代表者に対しては，2000フラソ以上12万フラン以下の罰金刑が科

せられる（法476条）。代表者は支払をうけた金額を会社に返還しなければならない

（同条2項）。

法第304条〔社債権者総会の開催〕

　同一の団体に属する社債権者の総会は，いつでもこれを開催すること

がでぎる。

　Loi　Art．304．一Lヲassembl6e　g6n6rale　des　obligataires　d’me　meme

masse　peut　etre　r6unie　a　toute6poque。

　〔解　説〕

　　定時に開催すべぎ旨の規定は存しない。場所は起債会社の本店またはこれと

同一県内の他の場所でなけれぽならない（令226条）。株主総会の招集地と同じであ

る（法158条5項）。同一県内であれぽ，本店の隣接地たることを要しない（日商

233条と対照）。

法第305条〔社債権者総会の招集権〕

　①社債権者の総会は，取締役会，董事会もしくは業務執行者または社

債権者団体の代表者が，清算中であるときは清算人が，これを招集する。

　②特定の社債権者団体の構成員が有する社債券の30分の1以上を有す

る1人または数人の社債権者は，起債会社および団体の代表者に対して

総会の招集を請求することができる。

　③命令の定める期間内に総会が招集されなかったときは，請求をした

者は，その中の1人に委託して，総会を招集すべき受任者の指名を裁判
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所に請求させることができる。

　Loi　Art．305．一L’assemb16e　g6n6rale　des　obligataires　est　convoqu6e

par　le　conseil　d’administration，1e　directoire　ou　les　g6rants，par　les

repr6sentants　de　la　masse　ou　par　les　liquidateurs　pendant　la　p6riode

de　liqui（1ation．

　Un　ou　plusieurs　obligataires，r6unissant　au　moins　le　trenti奄me

des　titres　d，une　masse，peuvent　adresser　a　la　soci6t6et　au　repr6－

sentant　de　la　masse　une　demande　tendant　a　la　convocation　de

1，assemb16e．

　Si1，assemb16e　g6n6rale　n’a　pas6t6convoqu6e　dans　le　d61ai　Hx6

par　d6cret，1es　auteurs　de　la　demallde　peuvent　charger17m　d，entre

eux　de　poursuivre　en　justice　la　d6signation　d’un　mandataire　qui

convoquera1’assemb16e．

令第220条〔少数社債権者の招集請求手続〕

　①会社法第305条第2項に定める条件にしたがい社債権者の総会の招集を請求

するには，裁判外の送達証書または配達証明付書留郵便によって，これを行なわ

なければならない。この請求には，総会の議事日程を示すことを要する。

　②会社法第305条第3項に定める期間は，招集請求のときから2ヵ月とする。

同項に定める受任者は，大審裁判所長が即決審理手続により，議事日程を定める

とともに，これを指名する。

　D6c。Art．220．一La　demande　tendant　a　la　convocation　de　rassemb16e

96n6rale　des　obligataires，dans　les　conditions　pr6vuesき1’article305・alin6a

2，de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales，est　effectu6e　par　acte　extrajudi－

ciaire　ou　par　lettre　recommand6e　avec　demande　d’avis　de　r6ception。Elle

indique1，0rdre　du　jourゑsoumettreゑ1’assemb16e。

　Le　d61ai　pr6vu　a　rarticle305，alin6a3，de　la　loi　pr6cit6e　est　de　deux

m・isacompterdelademandedec・nv・cati・n・Lemandatairepr6vu
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第306条

au　meme　alin6a　est　d6sign6par　le　pr6sident　du　tribunal　de　grande　in・

stance　statuant　en　r6f6r6，quHixe1’ordre　du　jour　de　rassemb16e．

　〔解　説〕

　　　最初の社債権者総会は，社債権者団体の代表者が未だ決っていないから，取

締役会，董事会または業務執行者が招集するが，代表者が選任された後は，代表者

にも招集権があり，清算中は清算人に招集権がある。

　　少数社債権者の招集権につき，本条第2項は社債券の30分の1以上とした。こ

の関係から招集請求をなすに際しては，起債会社に対して，発行済社債の口数およ

び未償還の社債の口数の開示を請求することがでぎる（令232条）。請求の相手方は，

起債会社および社債権者団体の代表者である。代表者がいない場合は，法第297条

にもとづぎ，裁判所に代表者の指名を求めなければならない。

　　招集請求の書類（令220条1項）が相手方に到達した日から2ヵ月以内に

（Mercadal　et　a1．，oP・cit。，P・777）総会が招集されなかったときは，請求者は，

大審裁判所長に対して，総会招集のための受任者の指名を請求することができる。

大審裁判所長は，相手方を呼出す対審方式の即決手続（r6f6r6）によって，受任者

を指名し，かつ，議事日程を定める。

法第306条〔社債権者総会の招集方法〕

　①社債権者総会の招集は，株主総会の招集と同一の手続および期間に

したがってこれを行なう。招集通知には，命令に定める特別の事項を記

載しなければならない。

　②不適法に招集された総会の決議は，これを取消すことができる。た

だし，当該社債権者団体に属する社債権者の全員が出席し，または代理

人を出席させていた場合には，取消の訴を提起することができない。
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　：Loi　Art．306．一La　convocation　des　assemb16es　g6n6rales　d’obliga－

taires　est　faite　dans　les　m6mes　conditions　de　forme　et　de　d61ai

que　celle　des　assemb16es　d’actionnaires．　En　outre，　1es　avis　de

convocation　contiement　des　mentions　sp6ciales　qui　sont　d6termin6es

par　d6cret．

　Toute　assemb16e　irr6guliさrement　convoqu6e　peut　etre　annu16e．

Toutefois，1’action　en　nullit6n’est　pas　recevable　lors（lue　tous　les

obligataires　de　la　masse　int6ress6e　sont　pr6sents　ou　repr6sent6s．

令第221条〔招集通知の記載事項〕

　社債権者総会の招集の通知には，命令第123条に規定する記載事項のほか，つ

ぎの事項を記載しなければならない。

　1。総会に招集される社債権者団体に属する社債権者が引受けた社債の表示

　2。招集を行なった者の氏名，住所およびその資格

　3。総会を招集すべぎ受任者が裁判所によって指名された場合には，これを指

　　名した裁判所の決定の目付。

　D6c．Art．221．一〇utre　les　mentions　pr6vues赴1’article123，1’avis　de　con－

vocation　de　rassembl6e　g6n6rale　des　obligataires　contient　les　indications

suivantes：

　10　L’indication　de1’emprunt　souscrit　pades　obligataires　dont　la　masse

　　est　convoqu6e　en　assemb16e；

　20　Le　nom　et　le　domicile　de　la　personne　qui　a　pris　1，in量tiative　de　la

　　convocation　et　la　qualit6en　laquelle　elle　agit；

　30　Le　cas6ch6ant，Ia　date　de　la　d6cision　de　justice　d6signant　le　manda－

　　taire　charg6de　convoquer　rassemb16e．

令第222条〔招集通知の公告と特例〕

　①招集通知は，本店の存する県において発行される法定公告掲載紙に掲載しな

けれぽならない。会社が資金を公募している場合には，法定公報（全国版）にも
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掲載しなければならない。

　②会社が発行した社債がすべて記名式である場合には，各社債権者に宛てて会

社がその費用で発送する書留郵便による招集をもって，前項に定める掲載に代え

ることができる。

　D6c．Art．222．一Lヲavis　de　convocation　est　ins6r6dans　un　joumal　habilit6

a　recevoir　les　annonces16gales　dans　le　d6partement　du　si6ge　social　et，en

outre，sHa　soci6t6fait　pub1圭quement　appe1ゑ　r6pargne，au　Bulletin　des

annonces16gales　obligatoires．

　Si　toutes　les　obligations6mises　par　la　soci6t6sont　nominatives，les量n・

sertions　pr6vuesゑralin6a　pr6c6dent　peuvent　etre　remplac6es　par　une

convocation　faite　aux　frais　de　la　sod6t6，par　lettre　recommand6e　adress6e

a　chaque　obligataire．

令第223条〔招集通知の方式〕

　①本命令第222条第1項に定める招集通知が掲載された日のすくなくとも1ヵ

月前から記名式の債券を有する社債権者は，すべての総会に，通常郵便によって

招集されるものとする。これらの社債権者は，書留費用を会社に提供することを

条件として，書留郵便による招集を請求することができる。

　②社債の共有者は，前項の期間内に，記名社債原簿の記載によってその権利が

確認された場合は，前項と同一の方式によってこれを招集する。

　③社債に用益権が設定されている場合には，会社法第163条第1項により議決

権を有する者は，前項と同一の手続および条件にしたがってこれを招集する。

　D6c．Art．223．一Les　obligataires少titulaires　de　titres　nominatifs　depuis

un　mois　au　moins　a　la　date　de1’insertion　de1’avis　de　convocation　pr6vue　a

1’article222，alin6a　ler，sont　convoqu6s　a　toute　assemb16e　par　lettre　ordi．

naire．Sous　la　condition　d’adresser　a　la　soci6t61e　montant　des　frais　de

recommandation，ils　peuvent　demander　aδtre　convoqu6s　par　lettre　recom・

mand6e．
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　Tous　les　copropri6taires　d’obligations　indivises　sont　convoqu6s　dans　les

memes　formes，10rsque　leurs　droits　sont　constat6s，dans　le　d61ai　pr6vu　a

1’alin6a　pr6c6dent，par　une　inscription　nominative．

　Lorsque　les　obligations　sont　grev6es　d’un　usufruit，1e　titulaire　du　droit

de　vote　d6termin6par1’article163，alin6a1，de　la　loi　sur　les　soci6t6s

commerciales，est　convoqu6dans　les　memes　formes　et　sous　les　memes

conditions．

令第224条〔招集通知と総会日との問に存すべき期間〕

　本命令第126条および第127条の規定は，社債権者の総会の招集にこれを準用

する。

　D6c．Art．224．一Les　dispositions　des　articles126et127sont　applicables

aux　convocations　des　assemb16es　g6n6rales　d’obligataires。

令第224－1条〔適用除外規定〕

　（1969年12月24日命令第69－1226号にょり追加）本命令第129条ないし第131条

の規定は，社債権者の総会には，これを適用しない。

　D6c．Art．224－1．一（D6cL　n。69－1226du24d6c．1969．）Les　dispositions

des　articles129a131ne　sont　pas　applicables　aux　assemb16es　dヲobligataires。

令第242条〔罰則〕

　本命令第221条，第222条：および第231条の規定に違反した者は，1200フラソ

以上3000フラソ以下の罰金に処す。

　D6c．Art．242．一Toute　infraction　aux　dispositions　des　articles221，222et

231du　pr6sent　d6cret　sera　punie　d’une　amende　de1200Fゑ3000F．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第306条

　〔解　説〕

　　　1．　総会の招集方法　　社債権者総会の招集の手続および期間は，株主総会

の招集の場合と同じである。したがって，口頭による招集は無効である1（Mercadal

eta1・，op・cit・，p・779，本書第2巻708頁）。口頭による通知を受けなかった一部社

債権者を含む全社債権者が出席し，または，代理人を出席させた場合においても

（本条2項），かかる総会の決議は書面による招集を必要とする強行規定に反し，無

効であると解すべぎであろう（法360条2項参照）。ただし，書面による招集通知を

発した場合，一部の社債権者に対する通知が欠けていたとき等は，本条第2項によ

り有効となることもありうるであろう（本書第2巻711頁）。

　　　2．　招集通知の記載事項　　株主総会の招集通知の記載事項（令123条，邦

訳は本書第2巻703頁参照）のほか，つぎの事項をも記載することを要する（令

221条）。

　　1。総会に招集される社債権者団体に属する社債権者が引受けた社債の表示

　　2。　招集を行なった者の氏名，住所およびその資格

　　3。総会を招集すべぎ受任者が裁判所によって指名された場合には，その裁判

　　　所の決定の日付

　　第3号の受任者とは，法第305条第3項の規定にもとづく受任者をいう。

　　　3．　通知方法　　令第222条第1項の公示の1ヵ月前から記名式の債券を有

する社債権者には，通常郵便により，費用自己負担でとくに書留郵便による通知を

請求した者には書留郵便によって，それぞれ通知しなければならない（令223条1

項）。令第204条の社債原簿によって，共有が確認された社債権者に対しても，前

と同様の方法で通知しなければならない（同条2項）。用益権者のある社債に関し

ては，通常総会の場合は用益権者に，特別総会の場合は虚有権者に対して，同様の

方法で通知しなければならない（同条3項）。

　　　4．　招集の公告　　本店所在の県で発行される法定公告掲載紙，資本を公募

している会社は法定公報（全国版）で公告しなければならない（令222条1項）。た

だし，社債がすべて記名式である会社は，会社の費用で発する書留郵便による通知

をすれば，法定公報による公告をすることを要しない（同条2項）。
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　　　5．　通知・公告と総会の日までの期間　　株主総会に関する令第126条の規

定が準用され（令224条），招集通知を最後に掲載した目または書留郵便を発送した

目の翌目から，第1回総会の日の前日まで正味15目の期間をおかなければならない。

その後の総会の場合は正味6目間とする（令126条）。

法第307条〔社債権者総会の議事日程〕

　①総会の議事日程は，招集者がこれを作成しなければならない。

　②前項の規定にかかわらず，1人または数人の社債権者は，第305条第

2項に定める条件にしたがい，議事日程に決議の案文を記載することを

要求することができる。決議の案文は議事目程に記載し，議長はこれに

ついて総会の決議を求めなければならない。

　③総会は，議事目程に記載されていない問題を審議することはできな

いo

　④第2回目の招集のときは，議事日程を変更することができない。

　⑤第167条の規定は，これを総会に適用する。

　Loi　Art．307．一L’ordre　du　lour　des　assemb16es　est　arret6par

1’auteur　de　la　convocation．

　Toutefois，un　ou　plusieurs　obligataires　ont　la　facult6，dans　les

conditions　pr6vues　a1’article305，alin6a2，de　requ6rir1’inscription

a1，0rdre　du　jour（ie　projets　de　r6solution．　Ceux－ci　sont　inscrits　a

1’ordre　du　jour　et　soumis　par　le　pr6sident　de　s6ance　au　vote　de

rassemb16e．

　L’assemb16e　ne　peut　d61ib6rer　sur　une　question　qui　nヲest　pas

inscrite　a1’ordre（1u　jour．

　Sur　deuxi色me　convocation，1’ordre　du　jour　de1’assemb16e　ne　peut

etre　modifi6．

　Les　dispositions　de1’article167sont　apPlicables。
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令第226条〔招集の場所〕

　発行契約に反対の条項がないかぎり，社債権者の総会は，

はこれと同一県内の他の場所に招集しなければならない。

起債会社の本店また

　D6c．Art．226．一Sauf　clause　contraire　du　contrat　d’6mission，1ヲassemb16e

96n6rale（ies　obligataires　est　r6unie　au　siさge　de　la　soci6t6d6bitrice　ou　en

tout　autre　lieu　du　mδme　d6partement．

令第228条〔議事録等の預託場所，議事録の謄抄本〕

　①社債権者総会は，委任状および議事録を，出席簿と共に，預託すべき場所を

定めなければならないo

　②議事録の謄本または抄本には，社債権者団体の代表者または総会の書記によ

る証明を要する。

　D6c．Art．228．一L’assemb16e　g6n6rale　des　obligataires　fixe　le　lieu　oむsont

d6pos6s，avec　la　feui11e　de　pr6sence，1es　pouvoirs　des　obligataires　repr6・

sent6s　et　les　procさs－verbaux。

　Les　cop量es　ou　extraits　de　proc壱s－verbaux　sont　valablement　certifi6s　par

un　repr6sentant　de　la　masse　ou　le　secr6taire　de1’assemb16e．

　〔解　説〕

　　　1．　議事日程　　招集者が作成する（法307条1項）。法第305条第3項にもと

づき，大審裁判所長が総会招集受任者を指名する場合は，指名と同時に議事日程を

も定める（令220条2項）。総会は，議事日程に記載されていない事項を審議決定す

ることはできない（本条3項）。株主総会が議事日程に記載されていない事項を審議

決定した場合については，決議を無効とする明文があるが（法173条，160条3項），

社債権者の総会に関してはそのような明文こそ見当らないけれども，強行規定に反

するものとして無効と解すべきである（Mercadal　et　aL，op．cit．，P。780－781）。

　　　2．少数社債権者の提案権　　特定の社債権者団体の構成員の1人または数
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人が，社債券の30分の1以上を有するときは，起債会社および社債権者団体の代表

者に対して，議事目程に決議の案文を記載することを請求することができる（本条

2項）。総会の会日の15日前には，議事日程を記載した招集通知が届くから（令224

条，126条），それを検討したうえで提案することになる。株主総会の場合は，会日

の25日前までとされているのに比べると（令129条2項，224－1条），この期間は

短かきに失するようにおもわれる。提案された決議の案文は，これを議事日程に記

載して，総会の議に付さなけれぽならない（本条2項）。これに違反した場合には，

少数社債権者は，法第305条第2項にもとづき，あらたな総会の招集を求めること

ができる（Mercadal　et　aL，oP．cit。，P・780）。

　第2回目の招集のときは，議事目程を変更してはならないけれども（本条4項），

第2回目になって初めて少数社債権者の提案が議事日程に登場するのであるから，

この場合は，本条第4項にいう変更には該当しない。

　　3．　出席簿の作成　　株主総会の出席簿に関する規定（法167条）が，社債

権者の総会にも準用される（本条5項）。これについては，本書第2巻748頁以下を

参照されたい。

法第308条〔社債権者の各別総会開催，出席権および議決権〕

　①複数の社債権者団体がある場合においては，いかなるとぎといえど

も，共同の総会で審議することはできない。

　②社債権者は，総会に参加し，またはその選任した代理人を参加させ

る権利を有する。

　③償却の対象となっているにもかかわらず，起債会社の債務不履行の

ため，または償還の条件に関して争いがあるために，未だ償還をうけて

いない社債券の所持人は，総会に参加することがでぎる・

　④起債会社の資本の10分の1以上を有する会社は，その有する社債を

もって総会において議決権を行使することができない。
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　Loi　Art．308．一S’il　existe　plusieurs　masses　d’obligataires，elles　ne

peuvent　en　aucun　cas　d61ib6rer　au　sein　d’une　assemb16e　commme．

　Tout　obligataire　a　le　droit　de　participer　a1’assemb16e　ou　de　s’y

faire　repr6senter　par　un　mandataire　de　son　choix．

　Les　porteurs　d，obligations　amorties　et　non　rembours6es　par　suite

de　la　d6faillance　de　la　soci6t6　d6bitrice　ou　a　raison　dヲun　litige

portant　sur　les　conditions　de　remboursementラpeuvent　participer　a

1’assembl6e．

　La　soci6t6（1ui　d6tient　au　moins10P．100du　capital　de　la　soci6t6

d6bitrice　ne　peut　voter　a1シassemb16e　avec　les　obligations　qu’e11e

d6tient．

令第225条〔総会出席権者〕

　①総会に参加する権利を有する者は，会社の記名社債原簿に社債権者として登

録されている者，招集通知により指定された場所に無記名社債券を預託した者，

またはこれらの証券の保管者である銀行その他の金融機関もしくは公認仲買人が

発行した保管証明書を預託した者，（1983年5月2日の命令第83－36号により追

加）《または，1983年5月2日の命令第83－359号の定める仲介機関が発行し，そ

の総会の会目までに口座に登録された社債券が処分できないものであることを証

明する証書》を預託した者とする。

　②前項の手続を完了すべき日は，総会の会日よりも5日を超える前の目に定め

てはならない。この日付は招集通知に記載しなければならない。

　D6c．Art．225．一一Le　droit　de　participer　aux　assemb16es　peut　etre　subor－

donn6，soit　a　l’inscription　de　1，0bligataire　sur　le　registre　des　obligations

nominatives　de　la　soci6t6，soit　au　d6P6t，aux　lieux　indiqu6s　par1’avis　de

convocation，des　obligations　au　pol・teur　ou　d7un　certificat　de　d6P6t　d61ivr6

par　la　banque，176tablissement　financier　ou1’agent　de　change　d6positaire

de　ces　obligations（D6cL　n。83－363du2mai1983）《ou　d’un　certi丘cat　de

1’interm6diaire　habilit6pr6vu　par　le　d6cret　no83－359du2mai1983con・

statant　rindisponibilit6des　obligations　inscrites　en　compte　jusqu7a　la　date
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de　rassemb16e．》

　La　date　avant　laquelle　ces　formalit6s　doivent6tre　accomplies少ne　peut

etre　fix6e　plus　de　cinq　jours　avant　celle　pr6vue　pour　la　r6union　de　ras・

semb16e．Elle　doitδtre　indiqu6e　dans1’avis　de　convocation．

令第229条〔委任状の記載および効力〕

　命令第132条の規定は，社債権者を総会において代理するために授与される委

任状に，これを準用する。

　　D6c．Art．229．一Les　dispositions　de　l’article132sont　applicables　aux　pro・

curations　donn6es　par　les　obligataires　pour　etre　repr（…sent6s　aux　assemb16es・

　〔解　説〕

　　　1．総会の各別開催　　発行の回を同じくする社債券の所持人ごとに団体を

組織するものであるから（法293条1項），総会も各別に開催されなければならな

い。ただし，企業成長の成果に従業員を参加させるために従業員に対して発行交付

される社債のように数回にわたり継続して発行する場合には，同等の権利を有する

社債券の所持人を単一の団体に組織することができる（法293条2項）。

　　　2．出席権　　令第225条に定める手続を了した社債権者が出席権を有する。

社債権者の出席を故意に妨げた者は刑事制裁を受ける（法473条1号）。社債権者は

代理人を出席させることができる。それを禁止するような条項が定款または発行契

約に存したとしても，かかる条項は記載のないものとみなすべきであり，株主の場

合のような明文の規定（法161条3項）は，社債権者に関しては設けられていない

けれども，株主の場合と同様に解すべぎものとされている（Mercadal　et　Janin・

Memento，1979，P．708）。償還の決定があっても，現実に償還を受けていない社債

券の所持人も出席権を有する（本条3項）。

　　　3．委任状　　株主総会の場合の委任状の規定（令132条）が準用される。

この点にっいては，本書第2巻722頁以下参照。なお，社債権者総会の委任状には，
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印紙税が課せられない（Mercadal　et　Janin，op。cit．，P．709）。

　　　4．　議決権の制限　　起債会社の株主が，株主であると同時に社債権者でも

あるときには，社債権者として議決に加わることができるのは言うまでもないけれ

ども，他の会社が，起債会社の社債権者であると同時に，起債会社の資本の10分の

1以上を有する株主であるときは，社債権者として議決に加わることができない。

違反した社長，取締役，副社長または業務執行者に対しては2000フラン以上4万フ

ラン以下の罰金刑が科せられる（法474条6号）。10分の1未満ならば制限されない

わけである。10分の1という基準が設けられた経緯について，Hamiautによれば，

旧規定たる1935年10月30日のデクレ・ロワの第15条第4項では，30パーセント以上

が制限されていたが，新会社法制定の際に，下院のRen6Pleven氏が，20パーセ

ントないし25パーセントでも容認しがたいと主張したので，結局10分の1という基

準に決まったという（Hamiaut，oP・cit・，tome　III，P・280）。

法第309条〔社債権者の代理人の欠格事由一その1〕

　起債会社または起債会社の債務の全部または一・部を保証している会社

の業務執行者，取締役，董事会および監事会の構成員，副社長，会計監

査役または従業員，ならびに，これらの者の直系尊属，直系卑属および配

偶者は，社債権者の代理人となることができない。

　Loi　Art．309．一Ne　peuvent　repr6senter　les　obligataires　aux　as・

semb16es　g6n6rales，1es　g6rants，administrateurs，membres　du　direc・

toire　et　du　conseil　de　surveillance，directeurs　g6n6raux，commis・

saires　aux　comptes　ou　employ6s　de　la　soci6t6d6bitrice　ou　des

soci6t6s　garantes　de　tout　ou　partie　des　engagements　de　ladite

soci6t6，ainsi　que　leurs　ascen（iants，descendants　et　conjoint・

〔解　説〕

　自由な立場で審議することがでぎるようにするために，代理人となり得ない
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者を定めた規定である（RiPertparRoblot，op・cit・，tomel，8e6d・，p・850）。事

実上の指揮者（dirigeants　de　fait）が社債権者の代理人となったときは，本条に

規定された者が社債権者の代理人となった場合と同様に，罰金刑に処せられる（法

478条，474条1号）。したがって，事実上の指揮者も本条に加えなけれぽならない

（H6mard　et　aL，op．cit。，tome　III，μ148）。

法第310条〔社債権者の代理人の欠格事由一その2〕

　銀行業を営むことを禁じられている者，および資格のいかんを問わず

会社の指揮，管理，業務執行をなす権限を奪われている者に対しては，

社債権者を代理する権限を付与することができない。

　Loi　Art．310．一：La　repr6sentation　d’un　obligataire　ne　peut　etre

confi6e　aux　personnes　auxquelles　1’exercice　de　la　profession　de

banquier　est　interdit　ou　qui　sont　d6chues　du　droit　（1e　diriger，

d，administrer　ou　de　g6rer　me　soci6t6註m　titre　quelconque．

　〔解　説〕

　　　1946年5月28日命令第46－1247号（1966年1月25日の命令第66－82号4条に

ょり改正）第2条により，つぎに掲げる者は，銀行業を営んだり，銀行またはその

支店その他の店舗において，その資格のいかんを問わず，これを指揮し，管理し，

もしくは業務執行を行なうことを禁じられている。

　①一定の犯罪につぎ有罪の判決を受けた者および破産宣告をうけて復権していな

い破産者に対して銀行業に従事することを禁止する1930年6月19目の法律第1条お

よび第2条の適用をうけた者。

　②フランス国籍を有しない者またはフラソス国籍法典に関する1945年10月19日の

オルドナンス第81条第2号により権利享有を欠く者。ただし，大蔵大臣が個別的に

その特例を認めた者はこのかぎりでない。
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　③会社の業務執行者および取締役に対し，破産および破産犯罪に関する法令を適

用するための1935年8月8日のデクレ第2条および第3条により有罪判決をうけた

者。

　　これらの者が社債権者総会において社債権者の代理人となったときは，2000フ

ラン以上4万フラン以下の罰金刑に処せられる（法474条2号）。

法第311条〔社債権者総会の議長〕

　①社債権者総会においては，社債権者団体の代表者の1人が議長とな

る。代表者が欠席したとき，または代表者問で意見が一致しないときは，

総会は議長の職務を行なうべき者1人を指名しなければならない。裁判所

で指名された受任者が招集した総会においては，この者が議長となる。

　②第297条：および第298条に定める条件にしたがって指名または選任

された代表者がない場合には，第1回総会は，最も多くの社債を有する

者またはその受任者が仮議長となって，これを開会しなければならない。

　Loi　Art．311．一L，assemb16e　est　pr6sid6e　par　un　repr6sentant　de

la　mαsse．En　cas　d’absence　des　repr6sentants　ou　en　cas　de　d6sac、

cord　entre　eux，rassemb16e　d6signe　une　persome　pour　exercer　les

fonctions　de　pr6sident．En　cas　de　convocation　par　un　mandataire

de　justice，1’assemb16e　est　pr6sid6e　par　ce　dernier．

　A　d6faut　de　repr6sentants　de　Ia　masse　d6sign6s　dans　les　con－

ditions　pr6vues　aux　articles297et298，1a　premiさre　assemb16e　est

ouverte　sous　la　pr6sidence　provisoire　du　porteur　d6ten段nt　ou　man－

dataire　repr6sentant　le　plus　grand　nombre　d’obligations．

令第227条〔準用規定〕

令第145条，第147条，第149条および第150条は，社債権者総会にこれを準
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用する。

　D6c．Art，227．一Les　dlspositions　des　art1cles145，147，149et150sont

applicables　aux　assemb16es　d’obligata量res．

　〔解　説〕

　　1．総会の議長　　社債権者団体の代表者1人が議長になる。代表者の数は

法第294条によって1人ないし3人と定められているから，1人の場合はその人が

議長となるが，その人が欠席した場合は，総会は，議長の職務代行者1人を指名し

なければならない。指名のための総会の議長は，社債の最多保有者またはその代理

人がつとめる（Vuillermet，oP・cit・，P・273）。代表者が2人または3人あって，

その間の意見がまとまらず，議長を決めかねるときも，総会において議長の職務代

行者1人を，同様の方法で指名しなければならない。緊急の場合に法第297条に基

いて裁判所が代表者を指名しているときは，この者が総会を招集し，議長となる。

　　法第297条に基く裁判所の指名がない場合および法第298条に基く選任がない

場合には，第1回総会は，筆頭社債権者またはその委任をうけた者が議長となって，

開会しなければならない（本条2項）。

　　2。　出席簿　　株主総会の出席簿に関する令第145条の規定が準用される

（令227条）。ただし，株主総会の出席簿が本店に備置かれるのに対して（法

170条，令142条，法475条），社債権者総会の出席簿は，総会において，本店以外

の場所に預託することを定め得る点に差異がある（令228条1項）。それにもかかわ

らず，法第475条（罰則）が，本店以外の場所に預託することを処罰の対象とし

ているのはおかしい，調整を要すとの指摘がある（Mercadal　et．aL，op。cit，，P．

713）。

　　3．投票立会人および書記　　株主総会の投票立会人および書記に関する規

定が準用される　（令147条）。すなわち，社債権者集会の構成員であって，最多数

の議決権を有し，かつ，就任を承諾する者2人が立会人になる。議決権には自己の

議決権のほか，代理をも含む。法人も立会人たりうるが，その場合には　法人を代
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表して社債権者集会に出席する者が立会人になる。書記は社債権者たることを要し

ない（令147条2項）。

　　　4．議事録　　株主総会の議事録に関する規定が準用される（令149条）。詳

細は本書第2巻787頁以下参照。ただし，備置場所は，起債会社の本店に限らず，

社債権者集会が定める場所であってもよい（令228条1項）。

法第312条〔社債権者団体の通常総会の権限〕

　通常総会は，社債権者団体の代表者の選任，その任期，および，代表

者の報酬，補充，解任の必要ある場合はその決定，ならびに，社債権者

の利益保護および社債契約の履行を目的とするすべての措置，この措置

によって生じる管理費，その他一般に保存または管理の性格を有する一

切の措置に関して審議するものとする。

　Loi　Art．312．一L’assembl6e　g6n6rale　ordinaire　d61ibさre　sur　Ia

nomination　des　repr6sentants　de　la　masse，1a　dur6e　de　leurs

fonctions，1a　fixation，s’il　y　a　lieu，de　leur　r6mun6ration，1eur

supP16ance，1eur　r6vocation，ainsi　que　sur　toutes　mesures　ayant

P・ur・bjetd’assurerlad6fensedes・bligataireset1’ex6cuti・ndu

contrat　d’emprunt，sur　les　d6penses　de　gestion　que　ces　mesures

peuvent　entrainer　et，　en　g6n6ra1，sur　toutes　mesures　ayant　un

caractさre　conservatoire　ou　d’administration．

　〔解　説〕

　　　1．　遇常総会の権限　　社債権者総会の通常決議を要する事項はっぎのとお

りである。

①社債権者団体の代表者の選任，その任期，報酬を支払うことを定めたときはそ

の額，代表者の補充および解任。
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　②社債権者の利益の保護および社債契約の履行を目的とする一切の措置。たとえ

ば，総社債権者のためにする訴の提起（法301条1項），起債会社解散の場合におけ

る清算人選任の請求（法402条2項），ならびに，これらの訴提起を見合わせること。

　③以上の①および②の措置のための費用（d6Pens　de　gestion）の支出。ただし，

社債権者団体自体には資産がないから，この費用は一応会社が支出することになる

が，費用の性質は社債権者の利益のためのものであるから，終局的には各社債権者

が負担すべきものであり，法第320条は，年間に支払うべき社債の利息の10分の1

以内で大審裁判所長が決定をもって定める額を，会社が利息から控除しうるものと

定めている。実際上は，数年間にわたってこの控除が行なわれる。（H6mard　et　aL，

op．cit。，pp．154－155）o

　④保存管理行為。代表者は法第300条に基き，これらの行為をなす権限を付与さ

れているが，具体的にいかなる行為を行わせるかは総会において決めなくてはなら

ない。たとえば，合併に対する異議（法381条の2），分割に対する異議（法321－1

条3項），更生整理手続中の和議の申出に対して陳述すべき意見の内容の決定（法

335条）などである。要するに，これらの事項について代表者がいかなる態度（at・

titude）をとるべきかを決定するのである。

　　　2．　定足数および多数決の条件　　第1回総会では議決権ある社債の4分の

1以上を有する社債権者の出席を要するが，第2回の招集にもとづくときは，定足

数を要しない（法314条1項，155条2項）。多数決の条件は，表示された議決権の

過半数とし，票決に付された場合には，白票は有効投票に算入しない（法314条1

項，155条3項）。

法第313条〔社債権者団体の特別総会の権限〕

　特別総会は，社債契約の変更を目的とするすべての提案，とりわけ，つ

ぎの事項を審議するものとする。

　10会社の目的または形態の変更に関するすべての提案
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2。係争中または裁判所の裁判の対象となっている権利に関する示談

　または和解の提案

3。第380条および第384条に定められていない場合の合併または分

　割の提案

40社債権者団体を構成している社債権者の権利に優先する権利を与

　える社債の発行に関する提案

5。社債権者のために設定された担保権の全部または一部の放棄，利

　子の支払期限の繰延べおよび償還方法または利率の変更に関するす

　べての提案。

　：Loi　Art．313．一：L7assemb16e　g6n6rale　extraordinaire　d61ibさre　sur

toute　proposition　tendantゑ1a　modification　du　contrat　et　notam・

ment：

　1。Sur　toute　proposition　relative削a　modification　de1’objet　ou

　　de　la　forme　de　la　soci6t61

　20Sur　toute　proposition，soit　de　compromis，soit　de　transaction

　　sur　des　droits　litigieux　ou　ayant　fait　1’objet　（1e　（16cisions

　　ju（1iciaires；

　3。　Sur　les　propositions（1e　fusion　ou　de　scission　de　la　soci6t6，

　　dans　les　cas　pr6vus　aux　articles380et3841

　4。Sur　toute　proposition　relative　a1’6mission　d’obligations　com・

　　portant　un　droit　de　pr6f6rence　par　rapPort　a　la　cr6ance　des

　　obligataires　composant　la　masse　l

　5。　Sur　toute　proposition　relative　議　1’abandon　total　ou　partiel

　　des　garanties　conf6r6es　aux　obligataires，au　report　de1，6ch6ance

　　du　paiement　des　int6rets　et　a　la　modification　des　modalit6s

　　d’amortissement　ou　du　taux　des　int6rδts．
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　〔解　説〕

　　　1．特別総会の権限　　特別総会でも決議できない事項があるが，その点に

ついては法第317条の解説参照。それ以外ならば，社債契約の変更を目的とする一

切の提案について審議決定する権限がある。社債権者といえども，会社の盛衰に無

関係な者ではないから，会社が苦境に陥った場合には，会社のために，自己の権利

関係に不利な提案であっても，それに同意すべきであり，そのためには，社債権者

全員に同じ犠牲を甘受してもらわなければならないから，かかる提案に対しては，

特別総会決議による承認を必要とするのである。本条は社債契約の変更のうちの主

なるものを例示的に列挙している。なお，本条関係の立法の変遷にっいては，Ripert

par　Roblot，oP。cit。，tome　I，8e6d，，P．854参照。

　　本条の提案は株主総会に対して行われるものであるが，社債権者団体の代表者

は，株主総会への出席権があり（法302条1項），従って，株主総会の招集通知ない

し開催通知を受ける権利をも有するから，社債権者の権利に影響を及ぼす議題が提

案されているときには，社債権者の特別総会を招集しなければならない。

　　日本の商法では，社債権者の利害に重大な関係を有する事項に関しては，社債

の発行会社または受託会社は，社債権者集会を招集することになるであろうが，こ

の場合には，裁判所の許可を得て招集しなけれぽならない（日商319条，320条）。

　　本条にはとりわけ重要な事項が列挙されている。すなわち

　　（1）起債会社と社債権者との双方に関係するのは，つぎの各項目である。

　①会社の目的の変更　　この場合の会社の目的とは，定款目的（objet　socia1）

をいう。定款目的を変更することが社債権者の権利に直接影響をあたえることはな

いとしても，新たな目的とされる営業を始めることが社債権者に対して禍となるこ

とが明かであれば，それは延いては社債権者の権利を害することとなるからである

（H6mard　et　a1。，op。cit．，p。155）。

　②起債会社の形態の変更　　株式会社を株式合資会社に，株式合資会社を株式会

社に変更する場合に限る。合名会社および有限会社は，社債の発行を禁じられてい

るからである（法469条）。起債会社の組織変更には，社債権者総会の承認を必要と

する（法237条2項，法251条2項）。
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　以上①および②について総会の承認が得られなかった場合，起債会社は社債の償

還を申出て，総会の不承認決議を無視することができる（法321条の解説参照）。

③起債会社の合併または分割　　起債会社が他の会社に吸収合併される場合（法

380条1項），分割については，起債会社が分割出資をする場合（法384条1項）に，

総会の特別決議を必要とする。不完全分割すなわち起債会社がその資産の一部を他

の会社に分割出資する場合も同様とする（H6mard　et　aL，op．cit，p。1561Mer・

cadal　et　a1・，op・cit・，P・714）。これらの場合に総会が承認決議を拒んだときには，

起債会社は社債の償還を申出て，これを無視し，合併または分割もしくは不完全分

割を実施することができる（法321－1条の解説参照）。

　④総会を構成している社債権者の権利に優先する権利を与える社債の発行　　総

会において承認されなかった場合，起債会社がそれを無視しうる点については後出

法321条の解説を参照されたい。

　（2）社債発行条件に関係するものは，つぎの各項目である。

　①係争中または裁判の対象になっている権利に関する示談または和解　　社債権

者の負担を加重するような示談は許されない（法317条）。社債権者中のある者に有

利な裁判がなされ，しかもその裁判が既判力を生じているとしても，他の社債権者

に対しては効力を生じないから，これらの社債権者と起債会社との間で示談または

和解をすることは，総会の特別決議があれば可能である。

　②社債担保権の全部または一部の放棄，利子の支払期限の繰延べ，および，償還

方法または利率の変更　　これらの行為はいずれも社債権者の利害に重大な関係を

有するものであるから，総会の特別決議事項とされるのは当然である。

　③存続期間満了前に起債会社が，合併または分割によらないで解散した場合に

は，総会の特別決議により，社債の償還を請求することができる（法324条参照）。

　　2．定足数および多数決の条件　　特別総会は，出席した社債権者またはそ

の代理人が，第1回の招集にもとづくときは議決権ある社債の2分の1以上を，第

2回の招集にもとづくときは，その4分の1以上を有するときに限り有効に決議す

ることができる。第2回の招集に必要な定足数を欠くときは，第2回総会は，その

招集の日から2ヵ月内の日にこれを延期することができる（法314条1項，153条2
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項）。多数決の条件は，表示された議決権の3分の2，票決に付される場合，白票

は有効投票に算入しない（法314条1項，153条3項）。

法第314条〔株主総会に関する規定の準用〕

　①第153条第2項および第3項ならびに第155条第2項および第3項

の規定は，これを社債権者の総会に準用する。

　②第163条の規定は，これを社債に準用する。

　Loi　Art．314。一：Les　dispositions（1es　articles153，alin6as2et3，et

155，alin6as2et3，sont　apPlicables　aux　assemb16es　d’obligataires．

　Les　dispositions　de1，article163sont　apPlicables　aux　obligations．

　〔解　説〕

　　　本条は株主総会の定足数および多数決の条件に関する規定を社債権者総会に

準用する規定である。本書第2巻664頁以下参照。

法第315条〔社債権者の議決権〕

　議決権は，社債が表章する債権の額に応じてこれを付与しなければな

らない。各社債については，少くとも1個の議決権が与えられる。

　Loi　Art．315．一Le　droit　de　vote　attach6aux　obligations　doit　etre

proportiomel　a　la　quotit6du　montant　de1’emprmt　qu’elles　repr6－

sentent．Chaque　obligation　donne　droitきune　voix　au　moins．
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　〔解　説〕

　　　すべての社債権者が社債権者総会に出席して議決に参加しうるのが原則であ

り，社債に付与される議決権は，社債が表章する債権の額に応じて与えられる（法

284条，308条2項）。各社債に付き少くとも1個の議決権が与えられる（本条後段）。

起債会社の株主が同時にその会社の社債権者である場合にも，社債権者としての総

会参加権を有する。その株主が起債会社の取締役であっても同様である（Ripert

Par　Roblot，oP・cit・，P・850）。ただし起債会社の資本の10分の1以上を有する会社

は，たとえ起債会社の社債権者であっても，総会における表決権はない（法308条

4項）。その会社の取締役等が議決に加わったときは，刑罰に処せられる（法474条

6号）。1966年法は起債会社が社債を取引所を介して買入れ消却することを認めた

が，買入れた自己社債は直ちに失効せしめられるべきものであるから，これに付て

議決権を有しないことはいうまでもない（法322条）。違反した取締役等には刑罰が

科せられる（法474条6号）。

　　社債権者が総会に参加するのを故意に妨げた者，社債権者であると偽って総会

に出席し議決に加った者，請託に従って議決権を行使しまたは決議に加わらないこ

とに関して特別の利益の供与を受けた者および供与した者等々には刑罰が科せられ

る（法473条）。起債会社の役員，従業員およびこれらの者の配偶者等が総会におい

て社債権者の代理人となったときは罰金刑に処せられる（法474条1号）。

法第316条〔社債権者特別総会決議の認可裁判〕

　①特別総会の決議については，総会の日から1ヵ月以内に，起債会社

または社債権者団体の代表者の請求にもとづき，これらの者の請求がな

いときはそれにつぐ1ヵ月以内になされた社債権者の請求にもとづき，

裁判所の認可を受けなければならない。

　②前項の決議に際して反対の投票をした社債権者は，認可に関する審

理手続に参加することができる。
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　③認可に関する裁判の主文は，命令に定める条件にしたがって，これ

を公示しなけれぽならない。

　：Loi　Art．316．一：Les　d6cisions　de1’assemb16e　g6n6rale　extraordinaire

sont　soumises　a　homologation　judiciaire，sur　la　demande，dans　le

d61ai　d’un　mois　a　compter　de1’assemb16e，de　la　soci6t6d6bitrice　ou

du　repr6sentant　de　la　masse　ou，a　leur　d6faut　et　dans　un　nouveau

d61ai　d’un　mois，de　tout　obligataire．

　Les　obligataires　qui　ont　vot6contre　les　d6cisions　prises，peuvent

intervenir　a1’instance　en　homologation．

　Le　dispositif　du　jugement　d，homologation　est　publi6dans　les

cOnditions血x6espard6cret．

令第230条〔認可の裁判，その公示，不服申立〕

　①社債権者の特別総会の決議に対する認可の申請は，大審裁判所に提出しなけ

ればならない。大審裁判所は評議部において，検察官の意見を聴き，これを審理

する。

　②認可に関する裁判の主文は，総会招集の通知を掲載した法定公告掲載紙にお

いて，資金を公募した会社では，法定公報（全国版）においても，これを公示し

なければならない。

　③裁判に対しては異議を申立てることができない。会社，社債権者団体の代表

者または各社債権者は，前項による掲載または最終掲載のときから15日以内に控

訴を提起することができる。

　D6c．Art．230．一La　demande　dyhomologation　des　d6cisions　de　rassemb16e

96n6rale　extraordinaire　des　obligataires　est　port6e　devant　le　tribunal　de

grande　instance，statuant　en　chambre　du　consei1，1e　minist色re　public

entendu．

　Le　dispositif　du　jugement　d’homologation　est　publi6dans　Ie　jouma1
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d，annonces　I6gales　dans　lequel　a6t6ins6r61’avis　de　convocation　de1’assem－

b16e　et，　en　outre，　si　la　soci6t6fait　publiquement　appe1　ゑ　1’6pargne，au

Bulletin　des　annonces　l6gales　obligatoires．

　Le　jugement　du　tribunal　n’est　pas　susceptible　d’opposition．Appel　peut

etre　interjet6par　la　soci6t6，Ie　repr6sentant　de　la　masse　ou　tout　obliga・

taire，dans　le　d61ai　de　quinze　jours乞compter　de1，insertion　ou　de　la

derniさre　des　insertions　pr6vues　a　ralin6a　pr6c6dent．

　〔解　説〕

　　　1．認可の裁判　　特別決議についてのみこの制度が設けられている。制度

の趣旨は少数社債権者の利益を保護するためである（Vuillermet，oP・ciL，P・276）。

商事会社に関する事項であるのに，本店所在地の大審裁判所の管轄としたのは不可

解だとする批判がある（Ripert　par　Roblot，op・cit・，p・851）。起債会社，社債権

者団体の代表者，社債権者が，本条所定の期間内に認可申請をしなかった場合につ

いて，旧法（1935年10月30日の法律24条）は，期問経過後の申請は受理しないこ

と，および，決議を無効（non　avenue）とする旨を定めていたが，同旨の条文の

ない1966年法の下でも，それと同様に解すべきものとされている（Mercadal　et

al・，oP・cit・，P・7161H6mard　et　aL，oP．cit，P。159）。その根拠として，強行法規

に反することを理由に，法第360条第2項を挙げる学者もある（RiPert　Par　Roblot，

OP，cit。，P．851）。

　　決議に際して反対投票をした社債権者は，認可に関する審理手続に参加する

（intervenir）ことができる（本条2項）。審理は合議制の評議部（chambre　de

conseil）において非公開で行われる（山口俊夫・概説フランス法（上）298頁）。参

加といっても，この場合の審理手続は，検察官の意見を徴するものの，検察官が被

告となるわけではないから，原被告の対立を前提とする訴訟事件ではない。したが

って，参加とはいっても，訴訟参加ではなく，参加を申立てた社債権者の主張を聴

くという趣旨ではないかと思う。

　　評議部は，決議が正当であると認めたときは（bien　fond6，0pPortun），これを
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認可し，然らざる場合は不認可の決定をなすべく，決議を変更する権限はない

（Mercadal　et　aL，oP。cit．，P．716）o

　　申請に要した費用は，起債会社の負担とされる（法320条1項）。

　　2．認可に関する裁判の主文の公示　　総会招集の通知を掲載した法定公告

掲載紙に，資金を公募した会社にあっては，法定公報（全国版）にも公示しなけれ

ばならない（令222条1項）。社債がすべて記名式である場合は，掲載に代えて書留

郵便によって招集されるから（同条2項），本店所在地の県内ならば，いずれの公

告掲載紙に公示してもよい（Mercadal　et　aL，op。cit。，P．716）。公示義務は社債

権者団体の代表者にあるが（法475条2項），公示費用は起債会社が負担しなければ

ならない（法320条1項）。

　　3．　不服申立　　異議の申立は許されないが，起債会社，社債権者団体の代

表者，社債権者は，公示の目から15日以内に控訴することができる（令230条3項）。

法第317条〔社債権者総会における決議禁止事項〕

　①総会は社債権者の負担を増加し，または同一社債権者団体に属する

社債権者の問に不平等な取扱いをしてはならない。

　②総会は，第199条に規定する場合を除ぎ，社債を株式に転換するこ

とを決議することはできない。

　③前2項に反する定めは記載がないものとみなす。

　Loi　Art．317．一Les　assemb16es　ne　peuvent　ni　accroitre　Ies　charges

des　obligataires　ni6tablir　un　traitement　in6gal　entre　les　obliga・

taires　d’une　meme　masse．

　Elles　ne　peuvent　d6ci（1er　la　conversion（1es　obligations　en　actions，

sous　r6serve　des（1ispositions　de　rarticle199．

　Toute　disposition　contraire　est　r6put6e　non6crite。
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　〔解　説〕

　　　総会は，たとえ特別総会の決議によっても，つぎに掲げる決議をすることは

許されない。

　①社債権者の負担を増加し，または，同一社債権者団体に属する社債権者間に不

平等な取扱いをする決議。

　②社債を株式に転換する決議。法第199条との関係および本条第2項の“第199条

に規定する場合を除き”という留保文言は削除されるべきであるという点につぎ，

本書第3巻914頁参照。

　　以上の禁止に反する決議は，決議がなかったものとみなされる。記載がないも

の（non6crit）とみなすというのは，議事録を前提とする表現である。株主総会

の議事録に関する規定が準用されることは，法第311条，命令第227条，第149条

について解説したとおりである。法律の条文や定款，議事録などに記載があれば，

その効力が問題となる場合があるけれども，記載があっても，記載がないものとみ

なすというフランス法独特の用語は，有効無効の問題を生じさせないということで

あるから，本条の場合は，決議の取消や不存在確認の問題を生じる余地がないわけ

である。

法第318条〔社債権者の閲覧権〕

　①社債権者は，命令に定める条件および期間にしたがって，総会に提

出される決議の案文および各報告書を閲覧する権利を有する。

　②社債権者は，その属する団体の総会の議事録および出席簿について

は，期間の制限なく，前項と同様の権利を有する。

　Loi　Art．318．一Tout　obligataire　a　le　droit　d’obtenir，dans　les

conditions　et　d61ais　d6termin6s　par　d6cret，commmication　du　texte

des　r6solutions　qui　seront　propos6es　et　des　rapPorts　qui　seront

pr6sent6s　a1’assemb16e　g6n6rale．
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　11a，a　toute6poque，1e　m6me　droit　en　ce　qui　conceme　les　procさs・

verbaux　et　les　feuilles　de　pr6sence　des　assemb16es　g6n6rales　de　la

masse　a　laquelle　il　appartient．

令第231条〔閲覧・謄写の期間および場所〕

　①会社法第318条第1項の規定の適用に関して社債権者は，その属する団体の

総会の開催前15日間，自らまたは代理人によって，起債会社の本店，管理部が置

かれている場所または招集通知でその他の場所を指定したときはその場所におい

て，総会に提出される決議の案文および各報告書を，閲覧または謄写する権利を

有する。

　②社債権者が，その属する団体の総会の議事録および出席表を閲覧または謄写

する権利は，総会が選定した備置場所において行使しなければならない。

　D6c．Art。231．一En　application　des　dispositions　de　l’article318，alin6a　ler

de　la　loi　sur　Ies　soci6t6s　commerciales，robligataire　a　le　droit，pendant

le　d61ai　de　quinze　jours　qui　pr6cさde　la　r6union　de1’assemb16e　g6n6rale　de

la　masseゑ1aquelle　il　appartient，de　prendre　par　lui・meme　ou　par　ma・

ndataire，au　siさge　de　la　soci6t6d6bitrice，au　lieu　de　la　direction　admi・

nistrative　ou，1e　cas6ch6ant，en　tout　autre　lieu　猛x6　par　la　convocation，

connaissance　ou　copie　du　texte　des　r6solutions　qui　seront　propos6es　et

des　rapports　qui　seront　pr6sent6s　a1’assemb16e　g6n6rale。

　Le　droit　pour　tout　obligataire　de　prendre　connaissance　ou　copie　des

procるs・verbaux　et　feuilles　de　pr6sence　des　assemb16es　g6n6rales　de　la

masse　a　laquelle　il　appartient　s’exerce　au　lieu　de　d6pδt　choisi　par1’as・

semb16e．

　〔解　説〕

　　　1．常時閲覧権（droit　de　communication　Permanent）　　社債権者は所

属団体の総会の議事録および出席簿については，期問の制限なく，何時でもこれを

閲覧することがでぎる（本条2項）。閲覧は総会が選んだ備置場所においてしなけ
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ればならない（令231条2項）。株主の場合は，最近3営業年度中に開催された株主

総会の議事録および出席簿に限られている（法170条参照）。差支えがあるときは，

代理人に依頼して閲覧することもできる。令第231条第2項は，同条第1項のよう

に，その点を明記してはいないけれども，代理人を総会に出席させることができる

のであるから，明文がなくても当然可能である，と解されている（Mercadal　et

a1・，oP・ciL，P・718）。閲覧拒否等，令第231条に違反したときは，罰金刑に処せら

れる（令242条）。

　　　2．　総会直前の閲覧権　　社債権者は所属団体の総会開催前の15目間に，総

会に提案される決議の案文およびそれに関係して提出される各種報告書を，起債会

社の本店等において閲覧し，または，謄写することができる。代理人をして閲覧さ

せることもできる（本条2項，令231条1項）。罰則（令242条）。

法第319条〔単独社債権者の監督権および閲覧権の否定〕

　社債権者は，単独で会社の業務活動を監督し，または会社の書類の閲

覧を請求する権利を有しない。

　Loi　Art．319．一Les　obligataires　ne　sont　pas　admis　individuellement

a　exercer　un　contr61e　sur　les　oP6rations　de　la　soci6t6　0u　a

demander　communication　des（10cuments　sociaux．

令第232条〔発行済社債および未償還社債の口数の開示〕

　利害関係人は，いつでも，起債会社から発行済社債の口数および未償還の社債

の口数の開示を受ける権利を有する。

　D6c．Art。232．一Tout　int6ress6a　le　droit，a　toute6poque，d’obtenir　de

la　soci6t6d6bitrice，rindication　du　nombre　des　obligations6mises　et　celui

des　titres　non　encore　rembours6s．
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　〔解　説〕

　　　社債権者は，株主とは異り，社債権者として，いわぽ局外者的地位に在り，

経営参加権を有しないから，起債会社の経営を監督，是正する権利はこれを有しな

い者である。明文がなくても，本条と同様に解釈されるけれども，本条のように法

律に明記しておくに越したことはない。社債権者としてのコソトβ一ルは社債権者

団体の代表者の任務であり，代表者は議決権こそないものの，起債会社の株主総会

に出席する権利があり，また，株主と同一の条件で，株主が利用しうる書類の閲覧

権をも有している（法302条）。代表者を信任することができない場合は，通常総会

においでこれを解任することができる（法299条）。

　　以上のように単独監督権はないけれども，起債会社に対して，発行済社債の口

数および未償還の社債の口数の開示を求めることは何時でも可能である（令232条）。

法第320条〔社債権者総会の招集費用等の負担関係〕

　①起債会社は，総会の招集費用，開催費用，決議の公示のための費用，

ならびに第297条および第316条に規定する諸手続に要した費用を負担

する。団体の総会で決議されたその他の事務処理のために要する諸費用

は，社債権者に払うべき利息から控除することができる。その額は，裁

判所の決定をもってこれを定めることができる。

　②前項による控除は，年問に支払うべき利息の10分の1を超えてはな

らない。

　Loi　Art．320．一La　soci6t6d6bitrice　supporte　le　frais　de　convocation，

de　tenue　des　assemb16es　g6n6rales，de　publicit6de　leurs　d6cisions

ainsi（lue　les　frais　r6sultant　des　proc6dures　pr6vues　aux　articles

297et316．Les＆utres　d6penses　de　gestion　d6cid6es　par1’assemb16e

g6n6rale　de　la　masse　peuvent　etre　retenues　sur　les　int6rets　servis
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aux　obligataires　et　leur　montant　peut　etreβx6par（16cision．de

justice．

　Lesretenuesvis6esaralin6apr6c6dentnepeuventexc6derle
dixiさme　de1’int6ret　annuel．

令第233条〔社債の利息から控除される諸費用の額の決定〕

　会社法第320条に規定する裁判は，大審裁判所長が，申請にもとづき，即決手

続による命令をもってこれを行なう。この命令に対しては，不服を申立てること

ヵミできなし・。

　D6c．Art．233．一Dans　le　cas　pr6vu　par1’article320de　la　loi　sur　les

soci6t6scommerciales，ileststatu6parordonnancesurrequ6te，non
susceptible　de　recours，du　pr6sident（1u　tribunal　de　grande　instance・

　〔解　説〕

　　　社債権者総会の招集，開催，決議の公示等に要した費用は起債会社が負担す

るのが当然である。緊急の場合に利害関係人が裁判所に申請して代表者を指名して

もらったときの費用（法297条），特別決議の認可に関する裁判に対して，起債会

社，社債権者またはその代表者が提起した控訴に関する費用（法316条，令230条

3項）も同様であるが，特別決議の認可の裁判に対して控訴した者の主張が全く理

由のないものであった場合等には，裁判所は，控訴を提起した社債権者に費用の負

担を命じることもできよう（民訴法典696条）。

　　本条1項前段の費用のほか，総会で決議されたその他の事務を処理するための

費用，たとえば，総会において，代表者に報酬を支給することを定めた場合の費用

等（法312条の解説参照）は，社債権者が負担すべき性質のものであるから，大審

裁判所長に申請して，即決手続による命令によって定めてもらうことになるが，社

債の利息から控除される額は年間に支払うべき利息（int6rδt　annue1）の10分の1

以下とされる（本条2項）。政府原案は純利益（int6ret　annuel　net）となってい
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たが，上院において修正されたという（Hamiaut，tome　II，oP・cit・，p・287）。大

審裁判所長のこの命令に対しては，不服の申立は認められない（令233条後段）。

法第321条〔社債契約変更の提案が承認されなかった場合の措置〕

　①（1967年9月28日命令第67－834号により改正）《第313条第1号お

よび第4号の提案が社債権者の特別総会によって承認されなかった場合

には，起債会社の取締役会，董事会または業務執行者は，》命令で定める

期間内に社債を償還する旨を申出て，《この不承認の決議を無視すること

がでぎる。》

　②取締役会，董事会または業務執行者が前項により無視の決定をした

ときは，命令に定める条件にしたがってそれを公示しなければならない。

この命令において，償還を請求すべき期間をも定める。

　：Loi　Art．321．一（Ord．n。67－834du28sept．1967．）《A　d6faut

d’approbation　par　rassemb16e　g6n6rale　extraordinaire　des　proposi・

tions　vis6es　aux1◎et4Q　de1，article313，1e　conseil　d，administration，

1e　directoire　ou　Ies　g6rants　de　la　soci6t6　（16bitrice　peuvent　passer

outre，》en　offrant　de　rembourser　les　obligations　dans　le　d61ai　fix6

par　d6cret．

　：La　d6cision　du　conseil　d’administration，du　directoire　ou　des

96rants　de　passer　outre　est　publi6e　dans　les　con（1itions丘x6es　par

d6cret，qui　d6termine6galement　le　d61ai　pendant　lequel　le　rembour・

Sement　dOit　etre　demand6．

令第234条〔無視決定の公示，償還請求および償還の期間〕

　①会社法第321条に定める場合において，取締役会，董事会または業務執行者
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が社債権者の総会による承認の拒否を無視する決定をしたときは，総会招集の通

知を掲載した法定公告掲載紙において，資金を公募した会社は法定公報（全国

版）において，その旨の公示をしなければならない。法定公報（全国版）には，

最初に掲載した法定公告掲載紙の紙名および発行地ならびにその発行目付を記載

しなければならない。

　②社債権者の償還の請求は，前項の掲載または最終掲載のときから3ヵ月の期

間内にこれをしなけれぽならない。

　③会社は，償還を請求した各社債権者に対して，請求の日から30日以内に社債

を償還しなければならない。

　D6c．Art．234．一Dans　le　cas　pr6vu　a　rarticle321de　la　loi　sur　les　soci6t6s

commerciales，1a　d6c圭sion　du　conseil　d’adm量nistration，du　directoire　ou　des

g6rants　de　passer　outre　au　refus　d’approbation　par　rassemb16e　g6n6rale

des　obligataires，　est　publi6e　dans　le　journal　d，annonces　l6gales　dans

lequel　a6t6ins6r61’avis　de　convocation　de　rassemb16e　et，si　la　soci6t6

fait　publiquement　appe1…五r6pargne，au　Bulletin　des　annonces　16gales

obligatoires．Cette　demiさre　insertion　mentionne　le　t呈tre　et　le　lieu　de

publication　du　journal　dヲannonces　16gales　dans　lequel　a　6t6　e歪fectu6e　la

premiらre　insertion，ainsi　que　la　date　de　celle－ci．

　Le　remboursement　doit6tre　demand6par　l’obligataire，dans　Ie　d61ai　de

tro玉s　mois　a　compter　de　rinsertlon　ou　de　la　demiさre　des　insertions　pr6vues

a1，alin6a　pr6c6dent．

　La　soci6t6doit　rembourser　les　obligations　dans　le　d61ai　de　trente　jours

a　compter　de　la　demande　de　chaque　obligataire．

　〔解　説〕

　　　1．起債会社の目的または形態の変更に関する提案が否決された場合の措置

この場合には，起債会社の取締役会，董事会または業務執行者は，この決議を無視

する旨を令第234条第1項にしたがい，所定の公告掲載紙に公示し，掲載のときか
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ら3ヵ月以内に社債の償還を行うことを知らせなければならない。目的や形態を変

更することは，担保を減少するに等しいから，起債会社は期限の利益を失なうのだ

と解される（RiPertpar　Roblot，oP・cit・，P・852）。各社債権者に償還講求権があ

り，起債会社は，請求の目から30日以内に償還しなければならない。

　　　2．　総会を構成する社債権者の権利に優先する権利をあたえる社債の発行に

関する提案が否決された場合の措置　　この場合も上記1と同じであるが，この場

合の優先権付とは，抵当権のような担保権付社債（obligations　hyPoth6caires）を

指し，利率が有利とか，償還がより早いとかいうことを指すのではない（Ripert

par　Roblot，oP，cit。，P，853）。

法第321－1条〔合併または分割の提案が承認されなかった場合の措置〕

　（1967年9月28目命令第67－834号により追加）①被吸収会社または

分割会社の社債権者の特別総会が第313条第3号に定める提案のいずれ

かを承認しなかったとき，または定足数を欠き有効に審議することがで

きなかったときは，起債会社の取締役会，董事会または業務執行者は，

この事実を無視することができる。無視することを決定したときは，命

令に定める条件にしたがって，これを公示しなければならない。

　②前項の場合，社債権者は，吸収会社または分割出資を受入れた会社

において，社債権者の資格を保有する。

　③前2項の規定にかかわらず，社債権者の通常総会は，社債権者団体

の代表者に合併または分割に対する異議申立のための代表権を与えるこ

とがでぎる。異議申立の条件および効力については，第381条の定める

ところによる。

Loi　Art．321－1．一（Ord．no67－834du28sept．1967．）Si1’assemb16e
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96n6rale　extraordinaire　des　obligataires　de　la　soci6t6absorb6e　ou

scind6e　n’a　pas　apProuv6　une　des　propositions　vis6es　au3。　de

rarticle3130u　si　elle　n’a　pu　d61ib6rer　valablement　faute　du　quorum

requis，1e　conseil　d’administration，1e　directoire　ou　les　g6rants　de

la　soci6t6d6bitrice　peuvent　passer　outre．　La　d6cision　est　publi6e

dans　les　conditions　fix6es　par　d6cret．

　Les　obligataires　conservent　alors　leur　qualit6　dans　la　soci6t6

absorbante　ou　dans　les　soci6t6s　b6n6ficiaires　des　apPorts　r6sultant

de　la　scission，selon　le　cas．

　Toutefois，1’assemb16e　g6n6rale　ordinaire　des　obligataires　peut

domer　mandat　aux　repr6sentants　de　Ia　masse　de　former　opposition

a　1’oP6ration　dans　les　conditions　et　sous　les　effets　pr6vus　a1’article

381．

令第234－1条〔無視の決定の公示〕

　（1968年1月2日命令第68－25号により追加）会社法第321－1条に定める

取締役会，董事会または業務執行者のなす無視の決定は，命令第234条第1項に

定める条件に．したがってこれを公示しなければならない。

　D6c．Art．2344．一（D6cr。no68－25du2janv．1968。）Dans　les　cas　pr6vus

a　rarticle321－1de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commerciales，la　d6cision　du

conseil　d’administration，du　directoire　ou　des　g6rants　de　passer　outre　est

publi6e　dans　les　conditions　pr6vuesき1，article234　（alin6a　1）・

　〔解　説〕

　　　1．　本条新設の動機　　合併の場合，被吸収会社の社債権者に対して，請求

次第，社債を償還する旨を申出でたとき（法380条），および，分割の場合，分割出

資をする会社の社債権者に対して，請求に応じて社債を償還することにしたとき
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（法384条）には，社債権者総会の承認を得られなくても，合併や分割を実施する

ことができるというのが1966年会社法の規定であったが，この制度を実施した経験

上，費用がかさむこと，したがって企業集中のための合併や企業再編成のための分

割が円滑に行かなくなったため，1年後に改善されるに至ったものである（Ripert

par　Roblot，oP．cit，P．853）◎

　　　2．合併または分割の原案が否決された場合または定足数不足のため決議に

至らなかった場合の措置　　被吸収会社（法380条）または分割出資会社（法384

条）の社債権者総会の承認が得られなかった場合は，起債会社の取締役会等は，こ

の事実を無視して，合併または分割の手続を進めることができる。無視する旨の決

定は令第234条第1項に従って公示しなければならない（法321－1条1項，令234

－1条）。

　　この場合，起債会社は社債の償還を申出ることを要せず，被吸収会社の社債権

者は吸収会社の社債権者たる資格を取得し，分割出資会社の社債権者は分割出資を

受入れた会社の社債権者たる資格を取得する（法321－1条2項）。

　　　3．　合併異議および分割異議　　起債会社の社債権者は，吸収会社または分

割出資受入会社の社債権者たる資格を取得するものとされるにかかわらず，合併ま

たは分割に対する異議申立権を有するものとされ，通常総会において社債権者団体

の代表者に異議申立のための代表権を授与し得るものとしている（法321－1条3

項）。異議申立の条件および効力については，法第381条の規定に従う（同上）。異

議の申立があっても，合併または分割の手続の進行を停止する効力はない（法381

条4項，375条）。

　註　フランス会社法上の分割にっいては，大野實雄・株式会社の分割と分割合併

　　　（昭和45年）参照。

法第322条〔会社による買入社債および償還済社債の失効〕

　起債会社が買入れた社債および抽籔に当り償還された社債は，
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再びこれを流通させることができない。

　Loi　Art．322．一Les　obligations　rachet6es　par　la　soci6t66mettrice，

ainsi　que　les　obligations　sorties　au　tirage　et　rembours6es，sont

annu16es　et　ne　peuvent　etre　remises　en　circulation．

　〔解　説〕

　　　本条は新設規定である。従来は，起債会社が自己社債を取得しても混同を生

じないものと解されていたため，取引所に上場されている社債の相場が下落したと

きに市場を通して買入れ，値上がりを待ってこれを売却するというような投機も可

能であった。この弊害を改めるため，本条はとくに規定を設けて，自己社債および

償還ずみで会社が保有する既発債はすべて失効すること，したがって，これに質権

を設定したり（法290条），流通させることを禁止したものである。

法第323条〔社債の期限前償還の制限〕

　発行契約に特別の定めがないかぎり，会社は，社債の期限前の償還を

社債権者に強制することがでぎない。

　：Loi　Art．323．一En　rabsence　de　dispositions　sp6ciales　du　contrat

d’6mission，1a　soci6t6ne　peut　imposer　aux　obligataires　le　rembour－

semellt　anticip6des　obligations．

　〔解　説〕

　　　期限の利益は債務者のためにあるという民法典第1187条の規定を根拠にして，

金融市場の利率が低下したときに，社債を償還し，ついで，低利の社債を発行する

事例が多かった。判例がこれを否定し，期限の利益は債権者と債務者の双方のため

にあるとしたにもかかわらず（Req・，21avri11896，D・96・1・484），1935年8月28
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日のデクレ・ロアが社債の期前償還を許した。1966年法は，発行契約に特別の定め

がないかぎり，期前償還を禁止して社債権者の保護をはかったのである（Ripert

par　Roblot，oP．cit。，P。835）。

法第324条〔合併または分割によらない解散の場合の社債の償還〕

　会社がその存続期間の満了前に，合併または分割によらないで解散し

た場合には，社債権者の特別総会は，社債の償還を請求することができ，

会社もまた償還を行なうことができる。

　Loi　Art．324。一En　cas　de　dissolution　anticip6e　de　la　soci6t6，non

provoqu6e　par　une　fusion　ou　par　une　scission，1’assembl6e　g6n6rale

extraordinaire　des　obligataires　peut　exiger　le　remboursement　des

obligations　et　la　soci6t6peut1’imposer．

　〔解　説〕

　　　定款の絶対的記載事項である会社の存続期間（法2条）が満了する前に，合

併または分割によらないで，解散した場合には，清算を容易にするため（法391条

以下），各社債権者からの請求ではなく，社債権者の特別総会の決議にもとづく請

求があったとぎに，社債の償還を行うことにしている。この場合は，償還期限前で

あっても，起債会社に償還権があることを明記している。

法第325条〔担保付社債の発行〕

　特別の担保付社債を発行する場合には，その発行前に，会社は社債権

者団体のために担保権を設定しなければならない。社債が引受けられた

ときは，担保が承認されたものとする。この承認は，登記を必要とする
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担保権については登記の日まで，その他の担保権については設定の日ま

で遡るものとする。

　Loi　Art．325．一En　cas　d’6mission　dbbligations　assorties　de　s伽et6s

particuliさres，celles・ci　sont　constitu6es　par　la　soci6t6avant1’6mis－

sion，pour　le　compte　de　la　masse　des　obligataires．L’acceptation

r6sulte（1u　seul　fait　des　souscriptions．　Elle　r6troagit　a　la　date　de

1，inscription　pour　Ies　s伽et6s　soumises　a　inscription　et　a　la　date

de　leur　constitution　pour　les　autres　s合ret6s．

　〔解　説〕

　　　無担保社債でも担保付社債でも，普通社債であれば，株主総会に発行権があ

るが，総会は社債の発行ならびにその実施方法を定めるについて必要な権限を取締

役会等に授権することもできる（法286条，287条，157条5項）。

　　担保の設定は，社債発行後に行なわれる場合もあるが（法329条），本条は発行

前の担保設定に関するものである。担保の種類は3種に分類されるが，その点につ

いては法第284条，令第214条の解説を参照されたい。自己社債や金銭無尽を目的と

する会社による保証はいずれも担保能力がない（法322条，330条）。

　　担保権者は社債権者団体であるけれども，未だ引受，発行がない段階で行なわ

れる担保権設定であるから，発行後，社債権者団体が成立することを停止条件とし

て設定されるものであり，本条が，社債が引受けられたとき担保が承認されるもの

とみなす，と規定しているのは，その意味であろう。この承認は，登記を必要とす

る担保については，登記の日まで，その他の担保，たとえば他会社による保証等の

担保については，その設定の日すなわち設定証書（法327条1項）の日付まで遡る

効力がある。

　　公募の場合には発行条件を公示しなければならない（法289条，令211条2項15

号）。
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法第326条〔社債に対する担保の供与権限〕

　前条に定める担保は，定款によりその権限を有する会社機関の授権に

もとづいて，社長，董事会の代表者または業務執行者がこれを供与する。

　Loi　Art．326．一Les　garanties　pr6vues　a1’article　pr6c6dent　sont

conf6r6es　par　le　p6sident　du　conseil　d，administration，1e　repr6・

sentant　du　directoire　ou　le　g6rant，sur　autorisation　de　1’organe

social　habilit6a　cet　effet　par　les　stαtuts．

　〔解　説〕

　　株主総会が社債の発行および担保の設定を認許するけれども（法157条5項），

現実にそれを実行することは社長等に委せるべきものであるから，定款をもって，

取締役会等を指定し，それらの機関が社長等に授権して，担保設定の実務を担当さ

せる（Mercadal　et　aL，oP．cit。ジP．694）。

法第327条〔社債に対する担保権の設定方法およびその登記〕

　①担保権の設定は，特別の証書をもってこれを行なわなければならな

い。この担保の公示手続は，形成中の社債権者団体のために，社債の引

受前に完了しなければならない。

　②社債の引受額は，引受の開始後6ヵ月以内に，会社の代表者が公正

証書において確認しなければならない。

　③担保権設定の登記およびその変更登記の手続については，命令をも

ってこれを定める。

　④社債権者団体の代表者は，その責任において，登記事項の変更に関

する規定が守られているか否かを監視しなければならない。

Loi　Art．327．一Les　s合ret6s　sont　constitu6es　dans　un　acte　sp6cia1．
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Les　formalit6s　de　publicit6desdites　saret6s　doivent6tre　accomplies

avant　toute　souscription，pour　Ie　compte　de　la　masse　des　obliga・

taires　en　formation．

　Dans　le　d61ai　de　six　mois　a　compter　de1’ouverture　de　la　sous－

cription，Ie　r6sultat　de　celle－ci　est　constat6　dans　un　acte　authen－

tique　par　le　repr6sentant　de　la　soci6t6．

　Les　modalit6s　de1’inscription　et　du　renouvellement　de1’inscription

des　s伽et6s　sont　d6termin6es　par　d6cret．

　Les　repr6sentants　de　la　masse　veillent，sous　leur　responsabilit6，

a　robservation　des　dispositions　re1αtives　au　renouvellement　de

1’inscription．

令第235条〔担保権設定登記と引受に関する事項の記入，登記の抹消〕

　発行済社債の総額引受があったこと，その一部が引受けられ，かつ，担保物件

を引受額相当に減少したこと，または，引受の欠敏もしくは不足のため社債を発

行しなかったことは，会社の申請にもとづき，会社法第327条第2項に規定する

公正証書作成の日から30日以内に，担保権設定登記の欄外にこれを記入しなけれ

ばならない。社債不発行の記入があるとぎは，登記の効力は消滅し，登記は抹消

される。

　D6c．Art．235．一A　la　diligence　de　la　soci6t6，et　dans　le　d61ai　de　trente

∫ours　a　compter　de1，acte　authentique　vis6a1，article327，alin6a2，de　la

loi　sur　Ies　soci6t6s　commerciales，il　est　fait　mention　en　marge　de　I’inscrip・

tion　de　la　sGret6，soit　de　la　souscription　int6grale，soit　de　la　souscription

partielle　des　obligations6mises　et　de　la　r6duction　des　e丘ets　de　la　sGret6

au　montant　effectivement　souscrit，soit　de　la　non－r6alisation　de　r6mission

pour　dαaut　ou　insumsance　de　souscription．Cette　demiさre　mention　fait

cesser　les　e仔ets　de　rinscription　et　entraine　sa　ra（1iation　d6finitive．

令第236条〔変更登記の申請者，手続費用〕
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　登記事項の変更登記手続は，会社がその費用を負担し，社長，董事会または業

務執行者の責任においてこれを行なわなけばならない。

　D6c．Art．236．一Le　renouvellement　de　rinscription　pr圭se　est　effectu6aux

frais　de　Ia　soci6t6，sous　la　responsabilit6du　pr6sident　du　conseil　dラadmi・

nistration，du　d1rectoire　ou　des　g6rants，selon　le　cas。

　〔解　説〕

　　　1．担保権設定証書　　担保権の設定は，意思表示だけでは足らず，必ず特

別の証書によって行なわなけれぽならない。そして，社債の引受前に，形成過程に

ある社債権者団体のために，その公示をしなければならない。不動産担保の場合は

登記を，その他の場合は，社債券に記載して公示するものと解する（令214条11号）。

　　　2．　引受の確認　　起債会社の代表者は引受開始後6ヵ月の期間内に引受額

を公正証書で確認しなければならない（法327条2項）。社債の引受は，株式のよう

に，申込証（bulletin　de　souscriPtion）によることを要しないが，公募の場合は，

これに類似した簡単な申込書にサインさせているのが実情のようである。申込と同

時に全額払込まれるが，払込先は銀行であるのが普通である。

　　　3．　設定登記の欄外記入事項　　起債会社は前項の公正証書作成の日から30

目以内に，っぎの事項を設定登記の欄外に記入する手続をとらなければならない。

　①総額の引受があったこと

　②一部引受があったこと，および，その限度まで担保物件を減少したこと

　③引受の不足または欠敏のため社債を発行しなかったこと　この場合は，設定登

記の効力は消滅し，登記は抹消されることになる。

　　　4．総額引受と一部引受　　総額引受を要すとする説（RipertParRoblot，

OP・cit・，P・831）と社債発行契約において，引受があった限度まで発行額を減少す

る旨の約定があれば有効とする説（Mercadal　etaL，oP・cit・，P・694）とがあるが，

令第235条は後説と同じ立場の規定である。

　　　5．変更登記義務と登記監視義務　　以上の変更登記手続は，起債会社の社
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長等が，会社の費用をもって，これを行なう義務があり（令236条），一方，社債権

者団体の代表者は，登記事項の変更に関する規定が守られているか否かを監視する

義務を負う（法327条4項）。

　　（3）抹消登記の申請義務者は，社債権者団体の代表者であり，代表者だけが申

請することができる（令237条1項）。ただし，抽せん，買入れのような通常の償却

（amortissement　norma1）の場合には，代表者は一部抹消登記を申請する義務を負

わない（令237条4項）。また，社債の引受が一部に止まったため，担保物件を引受

額相当に減少した旨の欄外記入がなされた場合には，一部抹消登記を申請する義務

はなく，引受の欠敏または不足のため社債不発行の旨の欄外記入があるときは，登

記は失効し職権で抹消されるから，抹消の申請をするには及ばない（令237条1項，

235条）。

法第328条〔社債に対する担保権設定登記の抹消〕

　担保権設定登記の抹消は，命令に定める条件にしたがってこれを行な

わなけれぽならない。

　Loi　Art．328．一La　mainlev6e　des　inscriptions　intervient　dans　les

conditions　d6termin6es　par　d6cret．

令第237条〔抹消登記の申請者〕

　①命令第235条に規定する担保物件の減少または登記の抹消の場合を除き，登

記の抹消は，当該社債権者団体の代表者がこれを申請しなければならない。

　②社債権者団体の代表者は，裁判所の認可を得た社債権者特別総会の決定にも

とづき申請の権限を付与された場合には，社債の償還を確認しなくても，登記の

抹消を申請することができる。

　③前項の場合を除き，登記の全部または一部の抹消は，社債が償還されたとき
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または担保を解除すべき財産の譲渡代金の全額が社債権者団体の代表者に支払わ

れたときにかぎり，当該代表者がこれを申請することができる。

　④抽籔または買入による通常の社債償還の場合には，社債権者団体の代表者は，

担保の一部抹消を申請する義務を負わない。

　D6c．Art．237．一Hors　les　cas　de　r6duction　ou　de　radiation　d6finitive

pr6vueゑ1’article235，1a　mainlev6e　des　inscriptions　doit6maner　des

repr6sentants　de　la　masse　int6ress6e．

　Les　repr6sentants　de　la　masse　peuvent　donner　mainlev6e　des　inscrip・

tions，mδme　sans　constatation　de　remboursement　de　remprunt，s’ils　ont

6t6habilit6sゑcet　effet　par　une　d6cision　dOment　homologu6e　de1’assem・

b16e　g6n6rale　extraordinaire　des　obligataires．

　Hors　le　cas　pr6vu　a　l’alin6a　pr6c6dent，1a　mainlev6e　totale　ou　partielle

des　inscriptions　ne　peutδtre　donn6e　par　les　repr6sentants　de　la　masse，

qu’au　cas　de　remboursement　ou　de　versement　entre　leurs　mains　de　rint6g－

ralit6du　prix　d’ali6nation　des　biens　a　d6grever．

　Les　repr6sentants　de　la　masse　ne　sont　pas　tenus　de　donner　mainlev6e

partielle　des　garanties，en　cas　d，amortissement　normal　par　tirage　au　sort

ou　rachat　des　obligations．

　〔解　説〕

　　　本条は社債のために設定された担保権の設定登記の抹消手続にっいては，す

べて命令の定めに譲っている。令第237条によれば，以下のとおりである。

　　（1）登記の全部を抹消する場合は，社債の全額が償還されたとぎ，起債会社が

担保物件を他に譲渡し，その代金の全額が社債権者団体の代表者に支払われ，その

結果，担保を解除すべきこととなったとき（令237条3項），または，社債権者の特

別総会が担保不要の決議をなし，この決議が裁判所で認可されたときであり，この

場合には，社債が償還されたか否かを確認することを要しない（令237条2項）。

　　（2）登記の一部抹消すなわち変更の場合は，社債の一部が償還されたとき，ま

たは，担保物件の譲渡代金が担保物件の一部を解除すべきこととなったときである
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（令237条3項）。

法第329条〔社債発行後における担保の設定〕

　社債発行後の担保の設定は，定款により権限を付与されている会社機

関の授権にもとづき，社長，董事会代表者または業務執行者がこれを行

なう。この担保設定には，社債権者団体の代表者の承諾を得なければな

らないQ

　：Loi　Art．329．一Les　garanties　constitu6es　post6rieurementゑr6mis－

sion　des　obligations　sont　conf6r6es　par　le　pr6sident　du　conseil

d’administration，1e　repr6sentant　du　directoire　ou　le　g6r＆nt，sur

autorisation　de1’organe　social　habilit6a　cet　effet　par　les　statuts　l

elles　sont　accept6es　par　le　repr6sentant　de　la　masse．

　〔解　説〕

　　社債発行後に，つまり，債権の発生後に担保権を設定する場合の規定であり，

この場合には，担保の設定について社債権者団体の代表者の承諾を得ることを要件

としている。起債会社の定款に別段の定め，たとえば，株主総会の特別決議をもっ

て担保権設定の機関を定める旨の定めがある場合を除ぎ，株主総会の通常決議をも

って，担保権設定を取締役会に認許することができるから，取締役会は，その実行

の権限を社長等に授権し，社長等が具体的に担保権設定の事務を執行するのである

（法157条5項参照）。

法第330条〔金銭無尽会社が担保する社債の発行禁止〕

　金銭の無尽を目的とする会社によって担保される社債の発行は，これ
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を禁止する。

　Loi　Art．330．一Lヲ6mission　d’obligations，dont　le　remboursement

est　garanti　par　une　soci6t6de　capitalisation，est　interdite．

　〔解　説〕

　　　金銭無尽会社が行ない得る経済活動は，保険法典のR第321－4条第1項に

より許されている無尽業に限定されているため，金銭無尽会社が他の会社の社債の

償還を担保することも許されない。本条はその点を明確にしたものである。

法第331条〔清算整理の場合等の会社代表〕

　会社の清算整理または更生整理の場合には，社債権者団体の代表者が

当該会社を代表する。

　Loi　Art．331．一En　cas　de　faillite　ou　de　r色glement　judiciaire　de　la

soci6t6，1es　repr6sentants　de　la　masse　sont　habilit6s　a　agir　au　nom

de　celle・ci．

令第238条〔清算整理等の場合における社債権者に対する通知〕

　起債会社の更生整理または清算整理の場合においては，社債権者に対する通知

および社債権者集会への招集通知は，商事裁判所書記官および更生管財人または

清算管財人から，社債権者団体の代表者に宛ててこれを行なわなければならない。

　D6c。Art・238・一En　cas　de　rさglement　judiciaire　ou　de　fai11ite　de　la

soci6t6　d6bitrice，1es　avis　et　convocation　destin6s　aux　obligataires　sont

adress6s　aux　repr6sentant　de　la　masse　par　le　gre伍er　du　tribunal　de　com・

merce　et1，administrateur　au　rさglement　judiciaire　ou　le　syndic　de　la

faillite．
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　〔解　説〕

　　　起債会社の支払停止により清算整理または更生整理の手続が開始したときは，

起債会社は財産の管理，処分の権利を失い，清算整理の場合には，取締役等経営の

指揮者は経営権を失い，更生整理の場合には，更生管財人の助力がなくては経済活

動を行うことが許されない（1967年7月13日の法律15条1項，14条1項）。このよ

うな理由から，社債権者団体の代表者が債務者の立場にある起債会社を代表するも

のとした。ただし，この場合においても，社籏権者総会の機能と任務とは終了する

ものではないから（法337条），代表者が起債会社を代表して行為するときには，社

債権者総会の議を経て行わなければならない。清算整理または更生整理の手続が開

始すると，起債会社の債務は期限の利益を失うことになって（1967年7月13日の法

律37条1項），社債権者は社債の償還を請求し得ることになるから，代表者が債権

の届出をなし，償還を請求するには，社債権者の総会の議を経ることを要するのは

当然である。

　　社債権者団体の代表者が起債会社を代表することになった以上，商事裁判所の

書記官ならびに溝算整理または更生整理の管財人（syndic）から社債権者に対して

発する諸通知および債権者集会の招集通知は，すべて社債権者団体の代表者宛にな

されることを要する。

　　法第331条および令第238条には，破産failliteの文字が用いられているけれど

も，会社法の公布後に制定公布された1967年7月13日の更生整理，清算整理，個人

破産および破産犯罪（banqueroute）に関する法律により，会社法において用いら

れているfailliteは清算整理1iquidation　des　biensと読み替えなければならな

い。会社法第336条の場合も同様である。

　　目本の商法には本条のような規定がないため，起債会社が会社更生法上の更生

会社となった場合には，社債権者各自が更生債権者として自ら債権の届出をして議

決権を行使するか，それとも受託会社をして総社債権者に代り一切の行為をなさし

めることができるかという間題について，松田博士は，商法第319条の社債権者の

利害に重大な関係のある事項に該当するものと解して，社債権者集会を開き，受託
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会社に一切の行為をなさしめる旨の決議をなし，裁判所の認可を得て，受託会社に

フランス法の社債権者団体の代表者と似た地位をあたえる方法があることを提唱さ

れ，会社更生法第161条第1項には，担保附社債信託法上の受託会社は，社債権者

集会の決議があれば，総社債権者のために一切の行為をなしうる旨の規定があるこ

とと対比されている（松田二郎・会社更生法（新版）253頁以下）。

法第332条〔社債権者団体代表者による清算整理手続等への加入〕

　社債権者団体の代表者は，当該団体に属する総社債権者のために，か

つ，流通している社債の元本に，清算管財人または更生管財人が作成し

た計算書にもとづく支払期到来後未払となっている利札の見積額を加算

した金額について，会社の清算整理または更生整理の手続に加入しなけ

ればならない。代表者がこの加入をなすには，委任者の証券を提示する

ことを要しない。

　：Loi　Art．332．一Les　repr6sentants　de　la　masse　produisent　a　la

faillite　ou　au　r色glement　ju（iiciaire　de　la　soci6t6pour　tous　les

obligataires　de　cette　masse　et　pour　le　montant　en　principal　des

obligations　restant　en　circulation，augment6pour　m6moire　des

coupons　d’int6rets6chus　et　non　pay6s，dont　Ie（i6compte　sera6tabli

par　le　syn（iic　ou1’administrateur　au　rさglement　judiciaire．11s　ne

sont　pas　tenus　de　foumir　les　titres　de　leurs　mandants，a1’appui

de　Cette　prO（1uctiOn．

　〔解　説〕

　　　社債権者団体の代表者は，総社債権者のため，つぎの①および②の債権金額

にっいて，清算整理手続または更生整理手続に加入しなけれぽならない。加入は清

算または更生手続の開始を命ずる裁判がなされた日から2週間以内に行なわなけれ
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ばならない（1967年7月B目の法律40条）。

　①流通している社債の元本。

　②支払期到来後未払になっている利札の見積額。この金額は，清算管財人または

更生管財人が作成した計算書に基く。

　　代表者がこの加入を行なう場合，委任者（社債権者）の証券（社債券または利

札）を提示することを要しない。

法第333条〔裁判所の指名する受任者による清算整理手続等への加入〕

　商法典第509条（1967年12月22目命令第67－1120号第47条）の定める

期間内に社債権者団体の代表者による加入がなかったときは，裁判所は，

清算管財人の申請にもとづぎ，清算整理手続において社債権者団体を代

表し，かつ，債権を届出るための受任者を指名する決定をしなければな

らない。

　Loi　Art．333．一A　d6faut　de　production　par　les　repr6sentants　de

la　masse，dans　le　d61ai　pr6vu　a　rarticle509du　Code　de　commerce

［D6cr．no67－1120du22d6c．1967，art．47］，une　d6cision　de　justice

d6s圭gne，a　la　demande　du　syndic，un　mandataire　cぬarg6　d，assurer

la　repr6sentation　de　la　masse　dans　les　op6rations　de　la　faillite

etd’enproduirelacr6ance．

《参照条文》

1967年12月22日の命令第67－1120号第47条〔債権を届出ない者に対する処置〕

　①債権表に掲げられた債権者で，更生整理または清算整理を宣告した判決の日

から2週間以内にその債権の届出をしなかった者に対しては，この期間が経過し

たとき，その債権の証書および要約した計算書を提出するように催告しなければ

ならない。
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　②前項の催告は，管財人から，無担保債権者に対しては通常郵便により，担保

付債権者に対しては書留郵便により，選定住所がある場合はそこに宛てて，これ

を発することを要し，なお，管財人は，催告した事項を法定の公告掲載紙に掲載

させ，かつ，それが最初に掲載された法定公告掲載紙の番号を示した要約記事を

民商事公報に掲載させなければならない。

　③民商事公報に掲載された日から2週間以内に債権証書およびその要約計算書

を提出しなけれぽならない。この期間には，フランス本土外に居住する債権者に

対しては，2週間を附加する。

　Art。47．一（D6cret　n。67－1120du22d6cembre1967）

　Les　cr6anciers　inscrits　au　bilan，qui　n，ont　pas　produit　leurs　cr6ances

dans　la　quinzaine　du　lugement　pronongant　le　rとglement　judiciaire　ou　la

liqui（iation　des　biens　sont，a1’expiration　de　ce　d61ai，avertis　dyavoirゑ

remettre　leurs　titres　et　le　bordereau　r6capitulatif．

　Cet　avertissement　est　donn6par　le　syndic，aux　cr6anciers　chirographaires

par　lettre　ordinaire，aux　cr6anciers　privi16gi6s　par　lettre　recommand6e，

adr6ss6e，s’il　y　a　lieu，a　domicile61u；outre　cet　avertissement，le　syndic

fait　ins6rer　un　avis　dans　un　journal　dヲannoces16gales　et　fait　proc6der　a

une　insertion　sommaire　au　Bulletin　omciel　des　annonces　civils　et　com・

merciales　contenant1，indication　du　num6ro　du　joumal　d，annonces16gale

dans　lequel　a6t6faite　la　premi色re　insertion．

　La　remise　des　titres　et　du　bordereau　r6capitulatif　doit　6tre　fa圭te　dans

la　quinzaine　de1’insertion　au　Bulletin　ofacid　des　annonces　civiles　et　com・

merciales　l　ce　d61ai　est　augment6de　quinze　jours　pour　les　cr6anciers

domicili6s　hors（ie　la　France　m6tropolitaine．

令第239条〔商事裁判所が指名する社債権者団体の代表者〕

　①会社法第333条に規定された場合に社債権者団体を代表する受任者は，申請

にもとづき商事裁判所長がこれを指名する。

　②前項の受任者は，指名された日から2週間内に社債権者団体の債権を届出で
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なけれぱならない。

　D6c。Art．239．一Le　mandataire　charg6d’assurer　la　repr6sentation　de　la

masse　dans　le　cas　pr6vuゑrarticle333de　la　loi　sur　les　soci6t6s　commer・

ciales，est　d6sign6par　le　pr6sident　du　tribunal　de　commerce，statuant

sur　requete．

　11doit　produire　la　cr6ance　de　la　masse，dans　le　d61ai　de　quinze　jours　a

compter（ie　sa　d6signation．

令第240条〔破産債権者集会の場合の無記名社債券の提出〕

　①清算整理手続において社債権者総会が開かれる場合には，無記名社債券は，

受命判事が定めた期間内に，これを清算管財人に提出しなければならない。社債

権者の代表者は，受命判事が定める方式にしたがって，この期間を社債権者に知

らせなければならない。

　②（1983年5月2日命令第83－363号により改正）《1983年5月2日の命令第83

－359号の規定にしたがって登録された証券については，口座登録証明書を前項

に定める手続にしたがって提出しなければならない。》

　D6c．Art．240．一En　cas　dヲunion，1es　obligations　au　porteur　sont　d6pos6es

entre　les　mains　du　syndic　de　la　faillite　dans　le　d61ai　imparti　par　le　juge

commissaire．Le　repr6sentant　de　la　masse　porte　ce　d61ai　a　la　connais・

sance　des　obligataires，dans　les　formes　fix6es　par　le　juge　commissaire．

　（D6cr．n◎83－363du2mai1983）《Lorsqu，il　s’agit　de　titres　inscrits　en

compte　conform6ment　aux　dispositions　du　d6cret　no83－359du2mai1983，

1es　certificats　d’inscription　en　compte　sont　d6pos6s　comme　pr6vu註ralin6a

pr6c6dent，》

令第241条〔配当の支払方法〕

　①強制和議において合意された配当および債権者集会において割当てられた配

当の分配は，各社債権者に対して直接に支払わなければならない。
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　②社債権者が前条に定める期間内に社債券を提出しなかった場合に関しては，

商法典第519条の規定に従う。

　D6c．A比241．一La　r6partition　des　dividendes　convenus　dans　le　concordat

ou　vers6s　en　cas　d，union，est　effectu6e　par　paiement　directゑchaque

obligataire。

　Si1’obligataire　n’a　pas　d6pos6ses　titres　dans　le　d61ai　pr6vu　き　1’article

pr6c6dent，1es　dispositions　de　rarticle519du　Code　de　commerce　seront

suivies．

《参照条文》

商法典旧第519条（1967年7月13日法律第67－563号により廃止）〔債権の届出

　を怠った者の異議申立〕

　①期間内に債権の届出をしなかった者は，配当に加入することができない。た

だし，利子を含めて分配が終了するまでは，自己の費用をもって異議の申立をす

ることができPる。

　②異議の申立は，受命判事が決定した分配の実施を停止する効力を生じない。

ただし，新たな配当が行なわれる場合には，裁判所が仮りに決定しかつ異議に関

する判決あるまで留保される金額について配当に加入することができる。

　Ancien　art。519．（Code　de　commerce）一A　d6faut　de　production　dans　les

d61ais，1es　defaillants　ne　sont　pas　compris　dans　les　r6partitionsゑfaire；

toutefois，1a　voie　de　1’oPPosition　leur　est　ouverte　jusqu’a　la　distribution

des　deniers　inclusivement，1es　frais　de1’opposition　demeurant　a　leur

charges．

　Leur　oPPosition　ne　peut　suspendre　1’ex6cution　des　r6partitions　ordon・

nanc6es　par　le　juge・commissaire；mais，s’il　est　proc6d6ゑdes　r6partitions

nouvelles，ils　sont　compris　pour　la　somme　qui　sera　provisoirement　d6ter・

min6e　par　le　tribunal　et　qui　sera　tenue　en　r6serve　jusqu，au　jugement　de

leur　opposition．
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1967年7月13日法律第67－563号第41条〔届出を怠った債権者の権利〕

　①期間内に債権の屈出をしなかった者は，届出をしなかったことが自己の行為

にもとづくものではないことを証明して裁判所から失権の解除を受けない限り，

分配および配当に加入することができない。この場合，届出を怠った者は，将来

の分配または配当に限り加入することができる。

　②更生整理の場合において，かつ，強制和議による最終期限までに債権の屈出

をせず，かつ，財産状態の好転による復活条項がなかったとぎは，当該債権は消

滅する。

　③和議集会までは，屈出をしなかったことをもって，賃金先取特権を有する債

権者に対抗することができない。

　Art．41．一（Loi　n。67－563du13juillet1967）．

　Ad6fautdeproductiondanslesd61ais，1esd6ffaillantsnesontpas
admis　dans　les　r6partitions　et　dividendesきmoins　que　le　tribunal　ne　les

re1さve　de　leur　forclusion　sラi16tablissent　que　leur　d6丘aillance　n7est　pas　due

註1eur　fait．En　ce　cas，ils　ne　peuvent　concourir　｛1ue　pour　la　d圭stribution

des　r6partitions　ou　des　dividendes　a　venir．

　En　cas　de　r6glement　judiciaires　et　ゑ　d6faut　de　production　avant　la

demiさre6ch6ance　concordataire　et　sauf　clause　de　retour　a　me呈11eure

fortune，1es　cr6ances　sont6teintes．

　Jusqu，a　rassemb16e　concor（1ataire，1e　d6faut　de　production　ne　peut6tre

oppos6aux　cr6anciers　privil6gi6s　de　salaires．

1967年12月22日命令第67－1120号第58条〔裁判所による失権解除〕

　1967年7月13目法律第41条により，裁判所が期間内に債権の届出をしなかった

債権者の失権を解除したときは，書記官は債権表にその旨を記入することを要し，

届出を怠った者は，失権解除手続に要した費用の全額を負担しなければならない。

Art．58．一（D6cret　n。67－1120du22d6cembre1967）
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　Si　en　apPlicat三〇n　de　rarticle41de　la　loi　du　13juillet　1967，le　tribunal

re1さve　de　leur　d6ch6ance　les　cr6anciers　nPayant　pas　produit　dans　les　d61ais，

mention　en　est　port6e　par　le　gre伍er　sur　r6tat　des　cr6ances　et　les　frais

de　rinstance　en　relev6de　d6ch6ance　doivent　etre　entiさrement　support6s

par　les　cr6anciers　d6faillants．

　〔解　説〕

　　　商法典第509条は会社法施行後の1967年7月13日の法律第67－563号によって

廃止され，更生整理，清算整理および個人破産（rさglement　judiciaire，1iquidation

des　biens　et　faillite　Personnelle）に関する1967年12月22日の命令第47条に置き換

えられている。社債権者団体の代表者が同命令第47条所定の期間すなわち裁判所が

更生整理または清算整理を宣告した判決の目から2週間内に，起債会社の清算整理

手続または更生整理手続に加入しなかった場合には，管財人の申請に基いて商事裁

判所長は，社債権者を代表し，かつ，債権の届出をなすべき受任者を指名しなけれ

ばならない（令239条1項）。これは，社債権者が個々に手続に加入することが認め

られていないからである（H：6mard　et　aL，oP・cit・，P・142）。商事裁判所長から指

名された受任者は，指名された日から2週間内に，社債権者団体の債権を届出でな

ければならない（令239条1項）。

　　各社債権者は個々に手続に加入することを認められていないから，代表者が加

入手続をしなかったときは，各自の権利の主張が不可能になる。したがって，管財

人は，これらの老に対して，債権証書（社債券）および要約した計算書を提出する

ように催告しなければならない（1967年12月22日の命令47条1項）。この催告は，

無担保債権者に対しては通常郵便により，担保権を有する債権者には書留郵便をも

って発することを要し，選定住所がある場合は，そこに宛てて発することを要す

る。管財人は，なお，法定の公告掲載紙に催告事項を掲載させ，同紙の番号を付し

た要約記事を民商事公報にも掲載させなけれぽならない（同条2項）。各社債権者

は民商事公報に要約記事が掲載された目から2週間内に，債権証書とその要約計算

書を管財人に提出しなければならない。フランス本土外に居住する債権者に対する
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附加期間は2週間である（同条3項）。ユーロ債の所持人などに対する配慮と思わ

れる。

　　清算整理手続において社債権者の総会を開く場合には，無記名社債券を管財人

に提出しなければならないが（令240条1項），無記名社債券が振替決済勘定に登

録された証券であるときは，登録証明書を提出しなければならない（令240条2

項）。

　　〔注〕　フランスの倒産立法は商法典制定以後いくたびかの改正を経てきた。当

初は商法典第3編破産および法定清算（faillites　et艶glements　judiciaires）とい

うタイトルで第437条ないし第583条，第604条ないし第614条に規定されていたので

あったが，1955年5月20日のデクレによって全面的に廃止され，このデクレの第1

条ないし第181条に置ぎ換えられたのであったが，その全文が，1958年12月23日の

オルドナンスによって，商法典第437条ないし第614条，第614－1条ないし第614－

3条となり，同時に商法典第584条ないし第603条に代えて，第614－4条ないし第

614－26条（詐欺破産，破産犯罪banquerouteに関する規定）が設けられた。しか

し，1966年の会社法制定の翌年に至り，商法典第437条ないし第614－26条が全廃さ

れ，現行の更生整理，清算整理，個人破産および破産犯罪に関する1967年7月13日

の法律第67－563号となったのである。なお，重要な附属法令として，

　（1）同法施行令（1967年12月22日のデクレ）

　（2）企業の更生を促進するための1967年9月23目のオルドナソス

　（3）同じ趣旨の1967年12月31目のデクレ第67－1255号

等が制定されている。

法第334条〔債権者集会の議決〕

　①社債権者団体の代表者にかぎり，債権者集会の議決に加わることが

できる。

　②定足数および多数決の計算は，知れたる社債権者の有する議決権の

数および流通している各社債の金額に期限到来後未払になっている利息

を加算した額にもとづいてこれを行なう。
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　Loi　Art．334．一Les　repr6sentants　de　la　masse　peuvent　seuls

prendre　part　au　vote　dans　les　assemb16es　de　cr6anciers．

　Le　quorum　et　les　majorit6s　sont　calcu16s　en　tenant　cempte　des

voix　de　chacun　des　obligataires　comus　et　du　montant　de　chacune

des　obligations　restant　en　circulation　augment6des　int6rets6chus

et　non　pay6s．

　〔解　説〕

　　　更生整理中または清算整理中の起債会社の債権者集会に出席し，議決権を行

使することができる者は，社債権者団体の代表者に限られる。

　　定足数および多数決の計算は独特の二重過半数制（doublemajorit6）によ

る。すなわち

　　①債権額に関係なく，各社債権者1人1票としての過半数。

　　②流通している社債の金額に，期限到来後未払になっている利息を加算した金

　額の3分の2の多数。

　　代表者は法第335条に従い，社債権者総会の意見に従って，議決権を行使しな

ければならないから，この総会において二重過半数制による多数決で決ったところ

に従って議決権を行使することになる。

法第335条〔清算整理の場合等の債権者集会における社債権者団体代表者

　の議決権行使〕

　商法典第556条および第595条に定める債権者集会においては，社債権

者団体の代表者は，そのために招集された社債権者の通常総会によって

定められた意見にしたがって，議決権を行使しなければならない。

　Loi　Art．335．一Dans　les　assemb16es　de　cr6anciers　pr6vues　aux

articles556et595du　Code　de　commerce，1es　repr6sentants　de　la
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masse　sont　tenus　de　voter　dans　le　sens　d6fini　par1’assemb16e　g6・

n6rale　ordinaire（ies　obligataires，convoqu6e　a　cet　effet．

《参照条文》

商法典第556条（1967年7月13日法律第67－563号により廃止，同法律第67条とな

　る）

1967年7月13日法律第67－563号第67条〔和議の提供〕

　①債権者が確定したときは，更生整理手続中の債務者は，遅滞なく，債権者集

会に対して，和議の提供をしなければならない。

　②受命判事が本法第42条にしたがって確定した債権表に記載されている債権者

は，自らまたは代理人により，債権者集会の審議に参加することができる。

　③債権者が有する先取特権または抵当権についてのみ争いがあるときは，この

債権者は，通常債権者の資格で債権者集会の審議に参加することがでぎる。

　Art．67．一（Loi　n。67－563du13juillet1967）Dさs　que1’6tat　des　cr6ances

a6t6　arret6，le　d6biteur　en　rさglement　judiciaire　d6pose　ses　offres　de

concordat　en　vue　de1’assemb16e　des　cr6anciers，

　Peuvent　participer　aux　d61ib6rations，en　personne　ou　par　fond6　de　pou・

voir，　1es　cr6anciers　丘gurant　sur　1’6tat　des　cr6ances　arrδt6　par　le　juge

commissaire　conform6mentゑrarticle42．

　Le　cr6ancier，dont　le　privi1さge　ou1’hypothさque　seulement　est　contest6，

est　admis　dans　les　d61ib6rations　en　qualit6de　cr6ancier　ordinaire。

商法典第595条（前同法律により廃止，1967年12月22日命令第67－1120号第89条

　第1項および第94条第1項となる）

1967年12月22日命令第67－1120号第89条第1項〔債権者集会の解散〕

　①清算整理が，積極財産の不足による終了判決または消極財産の消滅による終

了判決の対象とならず，かつ，その手続が終了したときは，管財人は，債務者立

会のもとに，または書記官から書留郵便をもって適式に債務者を呼出したうえ，
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受命判事に計算報告をすることを要し，受命判事は調書によって債権者集会の解

散を確定しなければならない。

　Art．89．一（D6cret　no67－1120du22d6cembre1967）Lorsque　les　op6ra・

tions　de　la　li（luidation　des　biens　n’auront　pas，au　pr6alable，　fait　1’objet

d7un　jugement　de　cl6ture　pour　insumsance　d’actif，ou　de　c16ture　pour

extinction　du　passif　et　lors（1ue　ces　oP6rations　seront　termin6es，le　syndic，

1e　d6biteur　pr6sent　ou　d合ment　appe16par　lettre　recommand6e　par　le

greffier，rend　ses　comptes　au　Juge・commissaire　qui，par　procさs－verba1，con・

state　la　dissolution　de1’union．

1967年12月22日命令第67－1120号第94条第1項〔計算書の提出〕

①管財人は，本命令第89条の規定にしたがうほか，清算整理手続終了のときか

ら3ヵ月内に計算書を書記局に提出しなければならない。

　Art．94．＿（D6cret　n。67－1120du22d6cembre1967）Sous　r6serve　des

dispositions　de1’article89，le　syndic　d6pose　ses　comptes　au　gre£fe　dans

les　trois　mois　de　la　c16ture　des　op6rations　de　liquidation　des　biens，

　〔解　説〕

　　　起債会社について更生整理手続が開始し，債権者が確定したとぎは，起債会

社は遅滞なく債権者集会に対して和議（concordat）の提供をしなければならない

（1967年7月13目の法律67条1項）。社債権者団体の代表者は債権者集会に出席し

て議決権を行使する任務を負うが，議決権行使に当っては，その前に社債権者総

会がこれに関して決定した意見に従わなければならない。和議集会（assemb16e

concordataire）が和議を可決したときは，その席で公正証書に署名し，それを議

事録に編綴する。和議を認可（homologation）する裁判所の判決があると更生整理

手続は終了する。この判決には既判力があり，債権者と債務者の双方がこれに拘束

される。従って，和議の内容が支払延期または猶予であるときは，担保附社債権者

92



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第335条

はこの期間経過後でなければ権利を実行することができない（1967年7月13日の法

律71条，69条）。

　　起債会社について清算整理手続が開始された場合，この手続はつぎの事由によ

って終了する。

　（1）積極財産の不足による終了　　この場合には，裁判所が，利害関係人，管財

人等の請求に基いて，または職権を以て，清算手続終了の裁判をする（前同法律91

条1項）。このときから，社債権者団体の代表者は，社債権者の権利行使を回復す

る（同条2項）。回復するという意味は，1967年7月13日の法律第35条第1項が，

更生整理または清算整理を宣告する裁判がなされたときは，債務者の動産，不動産

に対する個別的追及を停止する旨を規定しているためである。代表者が社債権者の

権利行使を回復するといっても，個々の社債権者が個別に権利行使をすることは認

められないから（Mercadal　et　a1，，oP。cit。，P。725），結局，代表者が社債権者の

ために権利を行使することになる。社債権者以外の債権者は個々に権利を行使する

ことがでぎるが，すべての債権者間の公平をはかり，個別的に支払いを受けること

を防止するために，この段階においても，管財人が手続に介入しうるものと解され

る（RipertparRoblot，op。cit。，t。II，1973，P．818）。

　（2）消極財産の消滅による終了　　清算整理および更生整理に共通する終了事由

である。債務者，管財人，債権者等の請求に基き，または，裁判所が職権をもって

この裁判を行う。その結果，債務者は手続開始前の地位を回復する（Ripert　par

Roblot，oP。cit．，p・822）。終了の裁判は，債権表（6tat　de　cr6ances）に照らして

行われる（1967年12月22目の命令93条），債権者は支払停止以後3年分の法定利率

による利息の支払を請求することができる（前掲1967年法93条2項）。

　（3）その他の事由に基く終了　　起債会社の清算整理手続が開始すると同時に，

その債権者は当然に債権者団体（union）を構成するものとされる（前掲1967年法

80条）。清算が終了したとき’は，担当の受命判事（juge　comm至ssaire）は債権者集

会において終了調書を作成し，かつ，その公示手続を採る（1967年12月22日の命令

第67－1120号89条）。終了の裁判も同様に公示される（同命令88条）。債権者は裁判
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所長に申請して，債権の存在確認，債権者集会の解散，支払の命令を記した書面

（ordonnance）の交付ならびに裁判所書記官による執行文の付与をうけることがで

ぎる（同命令90条）。

　　和議集会の場合と同様に，この場合の債権者集会において，社債権者団体の代

表者が議決権を行使するには，あらかじめなされた社債権者集会の決定に従わ：な

けれぽならない。裁判所から指名された受任者が出席するときも同様である

（MercadaletaL，oP。cit，，P・724）。

法第336条〔整理手続中の代表により生じた費用の負担〕

　会社の清算整理または更生整理の手続中に社債権者を代表することか

ら生じた費用は，会社の負担とし，かつ，管財人費用とする。

　：Loi　Art．336．一Les　frais　entrain6s　par　la　repr6sentation　des

obligataires　au　cours　de　la　proc6dure（ie　faillite　ou　de　rさglement

judiciaire　de　la　soci6t6，incombent　a　celle－ci　et　sont　consid6r6s

comme　frais　du　syndic．

　〔解　説〕

　　　本条に破産（faillite）とあるのは，清算整理（liquidation　des　biens）のこ

とである（H6mard　et　aL，op．cit．，P．1421Mercadal　et　a1．，oP．cit。，P．725）。社

債権者団体の代表者が代表のため支出した費用は起債会社が負担すべく，この費用

は管財人費用となり，先取特権が与えられる（Mercadal　et　aL，ibid．）。

法第337条〔清算整理等と社債権者総会との関係〕

　会社の清算整理または更生整理は，社債権者総会の機能および任務を
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終了させるものではない。

　Loi　Art．337．一La　faillite　ou　le　rεglement　judiciaire　de　la　soci6t6

ne　met　pas五n　au　fonctionnement　et　au　r61e　de1’assemb16e　g6n6・

rale　des　obligataires．

　〔解　説〕

　　　起債会社の更生整理または清算整理の手続中であっても，社債権者総会は和

議の提供について審議する必要があるために，その任務と機能は終了しないことを

明らかにした規定である。

法第338条〔積極財産の不足による清算整理等の終了と社債権者の権利の

　行使〕

　積極財産の不足により清算整理または更生整理手続が終了した場合に

は，社債権者団体の代表者または裁判所の指名による受任者が，社債権

者の権利行使を回復する。

　Loi　Art．338．一En　cas　de　c16ture　pour　insufnsance　d’actif，Ie

repr6sentant　de　la　masse　ou　le　mandataire　de　justice　d6sign6，

recouvre1，exercice　des（1roits　des　obligataires．

　〔解　説〕

　　　起債会社の更生整理または清算整理の手続進行中に，積極財産不足のため無

事に手続を終了させることができない場合は，債権者の請求に基ぎ，または，裁判所

の職権を以て，手続を終了させる旨の判決を言渡すことがでぎる（1967年7月13日

の法律91条1項）。これによって，清算整理開始当初構成された債権者集会（union，
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同法80条1項）は，法律上当然に解散するが（同法90条1項），社債権者団体は解

散しない。法第335条の解説で記したように，その代表者が社債権者の権利行使を

回復することになる。

法第339条〔社債権者総会に関する規定の適用除外〕

　発行契約に反対の条項がないかぎり，発行する債券が法律上特別の制

度にしたがう会社，ならびに，国，県，市町村または公共事業体が保証す

る債券および（1967年7月12日法律第67－559号により改正）《フランス国

籍の会社が外国において発行する債券》については，第293条ないし第318

条，第320条，第321条，第324条ないし第329条および第331条ないし第

338条の規定を適用しない。

　Loi　Art．339．一Sauf　clause　contraire　du　contrat　d’6mission，1es

dispositions　des　articles293a318，320，321，324a329et331a338

ne　sont　pas　applicables　aux　soci6t6s　dont　les　emprunts　sont　soumis

a　un　r6gime16gal　sp6cial，ni　aux　emprunts　garantis　par1，Etat，1es

d6partements，1es　communes　ou　les6tablissements　publics，（L．n。

67－559du12jui1L1967）《ni　aux　emprunts6mis　a1’6tranger　par

dessoci6t6sfrangaises．》

　〔解　説〕

　　　発行する債券が法律上特別の制度に従う会社にょり発行される社債とは，不

動産銀行（Cr6dit　foncier），復興金融公庫（Cr6dit　nationa1），エネルギー金融金

庫（Caisse　national　de「6nergie）などが発行する社債などをいう（令214条2項

を参照）。本条によれば，これらの金融債のみならず，国や地方公共団体が保証す

る債券ならびにフランス国籍の会社が外国で発行する債券については，社債権者の

共通の利益を保護するための制度である社債権者団体の総会に関する規定は適用が
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ない。すなわち，金融債については特別な措置が講じられており，国等の保証があ

る債券については，それ自体で社債権者の保護は十分である。また，フランスの会

社が外国で社債を発行する場合は，当該外国法に従うことを要し，当該外国法がフ

ラソス法のような社債権者団体を規定しているとは限らないから，この場合は渉外

法的考慮により，社債権者総会に関する規定の適用がないのである。

　　（1）本条に列挙されている社債に関しては，社債権者の総会に関するつぎの各

規定を除外した。

①法第239条ないし第318条（社債権者団体とその法人格，社債権者団体の代表者，

　その権限，報酬，社債権者総会）

②法第320条（社債権者総会招集費等の負担関係）

③法第321条（社債契約の変更に関する提案が承認されなかった場合の措置）。法第

　321－1条も含むものと解する。

④法第324条ないし第329条（合併，分割によらない解散の場合の社債の償還，社債

　の担保，社債発行後における担保権の設定）

⑤法第331条ないし第338条（清算整理または更生整理の場合における起債会社の代

　表，債権者集会における表決，清算整理または更生整理と社債権者総会の関係）

　　（2）適用される規定は，つぎの各条である。

①法第319条（社債権者単独の監督権および閲覧権の否定）

②法第322条（会社による買入れ社債等の失効）

③法第323条（期限前の償還の制限）

④法第330条（金銭無尽会社が担保する社債の発行禁止）・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔大野實雄〕
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